
令和 4 年度 OU アクションプラン自己点検・評価結果の検証について 

 

１．制度について 

  第４期中期目標期間において、国立大学法人は、適正なガバナンスを確保するとともに、

自律的な経営力を発揮することで、我が国全体の質の高い高等教育の維持・発展に寄与す

るという社会的役割を果たしていくことがさらに求められている。 

  また、将来ビジョンに基づく持続的かつ発展的な大学経営には、評価指標の設定、各施策

の進捗管理、評価、資源配分という PDCA サイクルを実現することが不可欠である。 

  以上のような背景を踏まえ、第４期中期目標期間では、「OU マスタープラン２０２７」に対

応する年度計画として、「OU アクションプラン」を策定し、その自己点検・評価の結果を大学

（計画・評価委員会）として検証することで、PDCA サイクルを循環させ、大学全体の教育研

究活動等のさらなる発展に繋げることとしている。 

 

  検証方法  

  各責任組織による「自己点検・評価シート」に基づき、主に以下の観点を踏まえて、大学（計

画・評価委員会）としての検証を行った。 

• ＯＵマスタープラン 2027 の達成に貢献しているか。 

• ＰＤＣＡサイクルを自律的に回しているか。また、進捗が順調でない場合などは、今後の 

改善に向けた具体的な対応方策が示されているか。 

 

 

２. 検証結果について 

(1) 大学（計画・評価委員会）としての検証結果 

達成度区分 個数 

計画以上の進捗状況にある。 24 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 62 

計画に対し、やや遅れている。 1 

計画に対し、重大な遅れがある。 0 

 

(2) 個別の検証結果（詳細は、別紙「令和 4 年度自己点検・評価及び検証シート」のとおり） 

○ 「計画以上の進捗状況にある」ものなどの主な取組 

主要取

組番号 
主要取組 優れた点 

2-1-① 

全ての研究者が知的好奇

心・探求心に基づく基礎研

究を持続的に実施可能とす

る活動基盤の拡充 

大学等による、研究マネジメント人材群の確保や

集中的な研究環境改革等の研究力強化の取組を

支援する「文部科学省研究大学強化促進事業」の

事後評価で S 評価を獲得 

2-２-① 

重点研究分野の国際的プレ

ゼンス向上のための研究推

進支援体制の強化と重点投

資 

世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）にヒ

ューマン・メタバース疾患研究拠点が採択 



 

3-8-① 

老朽施設の計画的解消と長

寿命化・エネルギー使用量

及び温室効果ガス排出量の

削減 

老朽施設の計画的解消や、ZEＢ認証取得後もエ

ネルギー計測及び空調・換気機器の監視・分析を

継続し運用段階の ZEＢ化を推進 

 

ZEＢ：快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する

年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指し

た建物のこと。 

5-3-② 

ASEAN キャンパスの深化・

広域化、現地社会に寄り添

い、地域ニーズに応える共

同研究・高度人材の育成の

推進 

ASEAN キャンパス設置校・連携機関として、新

たにマレーシアにおいて設置に関する協定を締

結 

5-7-① 

SOGI、障がいを尊重する

Diversity＆Inclusionの

基盤整備 

PRIDE 指標ゴールドを 4 年連続で獲得 

 

PRIDE 指標：任意団体「work with pride」により策

定された指標。  

7-2-③ 

ステークホルダーとの共創

を活性化させるための PR

強化 

SNS を通じたステークホルダーへのアプローチ

を推進（Instagram では、国立大学最多となる

フォロワーを獲得） 

 

○ 今後期待する取組 

主要取

組番号 
主要取組 今後期待する点 

4-3-② 

学生サービスの向上を見据

えた教育研究活動支援業務

のオンライン効率化 

学生証 IC カード化等、学生サービスの向上を見

据えた検討を始めているが、年度計画に対してや

や遅れがみられるため、検討が進んでいない状況

などを分析・改善し、今後の一層の取組実施・推

進に期待する。 

 

 

３．総括 

各責任組織にて実施したOUアクションプランに対する自己点検・評価結果を大学（計画・

評価委員会）として確認・検証することにより、PDCA サイクルが循環され、大学全体の教

育研究活動等のさらなる発展に繋げることができていることを確認できた。 

次年度についても、引き続き本取組を実施し、大学全体の教育研究活動等のさらなる発

展に繋げることとしている。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

重点戦略 1-1.： 学部から大学院までを見通した教育体制の構築 

 

 

主要取組番号 主要取組 

1-1-① 学部共通教育体制と国際性涵養教育体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○学部共通教育体制の充実化 

 全学共通教育体制の実質化による全学共通教育の質保証の強化 

○国際性涵養教育プログラムの充実化 

 英語教育体制充実策の継続的実行 

  英語 e-ラーニング授業、TOEFL ITP の継続的実施と充実 

ESAP（特定学術目的の英語）教材の継続的開発、英語授業での試行 

 全学共通教育から高年次までの一貫した多言語教育体制の充実 

全学共通教育における国際性涵養教育の継続的実施と充実 

高年次における国際性涵養教育の継続的実施と充実 

 OU マルチリンガルプラザの充実 

 マルチリンガル教育教務等、事務体制の整備 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 学部共通教育体制の充実化については、全学共通教育科目をカテゴリー毎に統括する各部会長について、これまでの他部局所属の兼任教員が担っていたところ、全学教育推進機構に新たにポストを配置して

専任教員に入れ替えることで、全学共通教育体制の実質化による全学共通教育の質保証の強化を図った。 

 高度教養教育科目の開講状況 

高度教養教育科目のもつ意義が学内に浸透し、開講数、履修者数、満足度とも順調に伸びを見せている。 

学部・専門分野の枠を超えた分野横断型教育の学生一人当たりの履修科目数：平均 1.79 科目（令和 4 年度終了時目標：平均 1,3 科目） 

延べ履修科目数：４，４６２科目（令和 4 年度終了時目標：5,000 科目） 

提供科目数：1,026 科目（令和 4 年度終了時目標：1,000 科目程度） 

受講者の満足度 84.2%（令和 4 年度終了時目標：78%以上） 

 英語教育体制充実策として、全学共通教育のマルチリンガル教育科目において、対面授業の「総合英語」とともに完全自習型 e ラーニング授業の「実践英語（e-learning 入門）」（1 年生対象）と「実践英語（e-

learning 応用）」（2 年生対象）を開講し、これら「実践英語」の授業の一環として TOEFL ITP テストを実施することにより、1，2 年生の英語力向上を図った。また、ESAP（特定学術目的の英語）教材の開発

を継続しつつ、将来のカリキュラム化に向けて理系学部対象の「総合英語」において試行的に利用した。 

 学部４年次終了時までに TOEFL ITP550 以上相当に達した学生の割合（達成した学生数/４年生在籍者数）：27.2%（令和 4 年度終了時目標：24%） 

 全学共通教育から高年次までの一貫した多言語教育体制の充実のため、全学共通教育のマルチリンガル教育科目として英語と第 2 外国語及びグローバル理解科目を提供し国際性涵養教育の充実を図るとと

もに高年次における高度国際性涵養教育を継続的に実施した。 

 高度国際性涵養教育科目の学生一人当たりの履修科目数：平均 1.25 科目（第 4 期中期計画規定目標：平均 1.2 科目） 

 国際性涵養教育の性質を併せ持つ専門教育科目を含めた延べ履修科目数：8,468 科目（令和 4 年度終了時目標：10,200 件） 

受講者の満足度：77.6％（第 4 期中期計画規定目標：80％以上） 

 多言語対応の自律学習センターである OU マルチリンガルプラザでは、HP や SNS による広報活動を活発化するとともに、学習者のニーズにこたえる学習支援活動を増強した。 

 言語学習アドバイジング、会話練習支援等への参加人数：977 名（令和 4 年度終了時目標：220 名） 

 マルチリンガル教育教務係の設置により、全学共通教育マルチリンガル教育科目の実施運営体制を整備することができ、学生にとって円滑な履修手続きが行えるようになった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 各部会長に専任教員を配置することで、全学共通教育体制の実質化による全学共通教育の質保証の強化を図っている。 

 英語教育及び多言語教育体制の充実に向け、各種取組を積極的に行っている。 

【今後期待する点】 

 学部共通教育体制と国際性涵養教育体制の強化に向けて、多言語教育体制の整備など、引き続き、様々な取組を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

1-1-② 大学院教育支援体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 国際共創大学院学位プログラム推進機構の運営体制強化のため、人員配

置、スペース確保等の検討を開始する。また、運営の課題検討開始と第４

期中における運営計画について検討する。 

 学部共通教育組織との連携体制の構築と安定化のため、全学教育推進機

構と国際共創大学院学位プログラム推進機構の連携体制構築を開始す

る。 

 部局における大学院教育とさらに強固に連携し、大学院横断型の機能を

推進するためのシステム構築の検討を開始する。 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和９年度の KPI の目標値達成に向けて順調に推移しているため。 

会議開催回数：20 回（稟議含む） 

教育プログラム数： 

65 件（修士課程）  

59 件（博士課程） 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 令和４年度より、全学教育推進機構から横断型教育統括部門を国際共創大学院学位プログラム推進機構へ移管し、両機構の連携体制を強化した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 DWAA に関する情報発信を積極的に行い、関連する教育プログラム数も令和 9 年度の目標値に近づいている。 

【今後期待する点】 

 大学院教育支援体制の強化に向けて、DWAA に関する新たな枠組み「高度教養モジュール（仮称）」の構築に向けて引き続き検討していくこと

が期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 全学教育推進機構から横断型教育統括部門を国際共創大学院学位プログラム推進機構へ移管し、両機構の連携体制を強化しており、高く評

価できる。 

主要取組番号 主要取組 

1-1-③ Student Life-Cycle Support System とその活用による教育・研究指導体制の強化ならびに運営体制の整備 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 教学データの収集、統合、解析、学生・学習支援システムの開発 

 学内に所在する教育・学生に関連する情報・データの所在の確認 

 教育に関するデータ・ガバナンス体制の確立の推進 

 オープンキャンパス等で来学した高校生等に関する情報を取得し、統合的

に管理できる仕組みの設計および体制の構築の推進 

 学修・学生支援に必要なデータ・情報の抽出の推進 

 留学生を含む卒業・修了生などの活動状況に関する情報の収集の推進 

 教学データの収集、統合、解析のシステムの仕様作成作業 

○Student Life-Cycle Support の運営組織の構築 

 高等教育・入試研究開発センター(CHEGA）を改組・拡充し、スチューデン

ト・ライフサイクルサポートセンター（高大接続部、入試広報・入試開発部、

教学支援部、教学 DX 部、教学質保証部、キャリア教育部、教学 IR・教学デ

ータ基盤部）を設置 

 SLiCS データ検討ワーキング・グループの設置、学内に所在するデータの

確認及びシステムの仕様作成に着手 

○学部、大学院及び共通教育・横断型教育関係組織との連携体制構築 

 スチューデント・ライフサイクルサポートセンターと関連部局との調整を図

る会議体設置の推進 

 学部、研究科及び共通教育・横断型教育関係組織におけるスチューデン

ト・ライフサイクルサポートセンターとのリエゾン・オフィサー任命への働き

かけ 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

令和４年度 KPI のうち、 

 ①学生への情報提供は、ディプロマ・サプリメントによる情報提供の態勢を整えた。 

 ②-1 SLiCS を通じた卒業生のデータ登録・分析数（目標 1000 件/年）に対し、令和４年度卒業生アンケート回収数・回収率は１，６９２名（29.9％）であり、連絡先メールアドレスなども本人の同意を含め取得し

ている。 

 ②-2 SLiCS を通じた高校生のデータ登録・分析数（目標 500 件/年）に対し、志望大などの属性を獲得し分析できた実数は 2279 件と大きく上回った。 

＜定性的成果＞ 

 教学データの収集、統合、解析、学生・学習支援システムの開発について、左記年度計画の項目は概ねすべて着手、実行できた。 

 センターの運営組織の構築について、高等教育・入試研究開発センター(CHEGA）を改組・拡充し、７部体制で発足させて運営を開始するとともに、組織、人員、施設を整備した。また、センターの機能の強化に向

け支援事務室を設置した。 

 学内関連部局との連携体制構築について、SLiCS 運営協議会を設置し、SLiCS に関する総合調整を行った。また、SLiCS に関係する学内教員をセンターの兼任教員に任じ、リエゾン・オフィサーの機能を持た

せて、関連部局との調整を行った。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 スチューデント・ライフサイクルサポートセンターの発足にあわせて、SLiCS センターの紹介と中長期的な教育成果の可視化をテーマに全国的なシンポジウムを開催し、センターの取組を学内外にアピールすると

ともに、パネルディスカッション等を通じて多様かつ有益な知見を得た。 

 入学者の性向や学修状況を継続的に追跡調査したデータベースを基盤に、教学データ可視化システム SLiCS Viz、入試ダッシュボードを開発し、各種会議でのデモンストレーションと学内への普及展開を行っ

た。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 高校生のデータ登録・分析数が目標値を大きく上回る成果を上げるなど、SLiCS が着実に成果を上げている。 

【今後期待する点】 

 事業の拡充に即した教員や事務職員などの組織体制の拡充と安定化が望まれる。 

主要取組番号 主要取組 

1-1-④ 自主性、指導性、協調性などを培うための課外活動・キャリア支援・修学支援体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○各種自主研究事業の安定的運営 

 学生の自主研究事業の実施 

 第４期における施策の検討を開始 

 事業成果の広報の推進 

○博士（後期）課程学生への支援施策の立案と実施体制の整備 

(1) 博士（後期）課程学生の授業料免除拡大 

   2021 年度に実施方法を検討及び決定し、2022 年度前期分授業料免

除の選考から拡大（前期：7 月、後期：翌年 1 月に学生生活委員会で選

考） 

(2) 生活費相当の支援をうける博士（後期）課程の学生の確保 

   科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業、次

世代研究者挑戦的研究プログラムの実施 

○課外活動を通じた人材育成 

 課外活動サポートのための取組として、①課外活動環境の整備・充実、②

優秀な課外活動の業績を収めた学生の表彰、③大学をあげて実施する体

育大会や学園祭のバックアップ、を毎年度着実に実施 

○キャリア形成の推進及びキャリア教育・支援体制の充実 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和９年度の KPI 達成に向け、今年度の目標値について各種自主研究事業の参加学生数を 130 名と設定していたところ、目標を上回る 302 名の参加という結果となった。また安定的な事業の継続となるよ

う、予算の確保及び広報活動に努めた。 

 計画通り、博士（後期）課程学生への支援施策における実施要項を作成し、今年度前期分授業料免除の選考から拡大を実現できた。さらに博士（後期）課程の授業料免除適格者に対して、計画通り１００％免除を

実施することができた。 

 計画通り、生活費の支給を受ける博士（後期）課程学生数について、当初の予定の５００名を上回る５６２名の学生に支給を実施することができた。 

 令和９年度の KPI 達成に向け、今年度の目標値（学部生のキャリア支援科目の受講生）を 530 名と設定していたところ、目標を上回る 561 名という結果となった。 

 令和９年度の KPI 達成に向け、今年度の目標値（博士前期課程・修士課程におけるキャリア支援イベント参加学生）を 600 名と設定していたところ、目標を上回る 645 名という結果となった。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 自主研究奨励事業で研究した内容を学会で発表したなどのケースがあった。 

 次世代研究者挑戦的研究プログラムにおいて予約選抜を実施し、100 名に対し博士（後期）課程進学後の生活費相当の支援を確約することで、博士（後期）課程進学のインセンティブとなった。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

 スチューデント・ライフサイクルサポートセンターと連携し学修成果を活用

した個別支援対策の検討を行う。 

学生からの相談内容から見える課題と社会で求められる人材のニーズに

包括的に対応した、効果的なキャリア教育支援プログラムの検討。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 博士（後期）課程進学のインセンティブとなる次世代研究者挑戦的研究プログラムでの予約選抜を実施するなど、優れた取組を行っている。 

【今後期待する点】 

 自主研究奨励事業に参加した学生アンケートの結果を踏まえて、引き続き改善に向けた取組を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

1-1-⑤ 対面授業とメディア授業の併用による「ブレンデッド」教育体制の確立 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○ブレンデッド教育の普及を推進するための体制の構築 

（１） ブレンデッド教育を円滑に導入するための全学教育推進機構の教室の

環境整備計画の検討開始 

（２） 特性に応じたメディア授業への転換 

メディア授業に転換する科目の検討開始 

（３） ブレンデッド教育普及のための教育支援システムと ICT サポートの充

実に向けた検討 

（４） 教員および学生に対する技術的サポート/経済困窮学生への支援 

○ ブレンデッド教育のための FD の強化 

（１） 大学教員の教育支援・能力開発（FD）ブレンデッド教育推進のためのＦ

Ｄ実施 

（２） 大学院生のキャリア開発としてのプレ FD 実施 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 教育・研究・医療基盤設備の更新計画を策定する WG が設置され、教育に関しては全学教育推進機構を中心に基盤設備の整備を進める方針で検討を開始した。 

Wi-Fi 通信環境がある教室は全体の約 85％となっており、目標値の 50％を超える状況にある。 

 メディア授業（対面授業との組合せを含む）の割合は、新型コロナ感染症対策のため、令和２年度春夏学期は原則メディア授業とし、以降その割合は秋冬学期 75％、同３年度 50%、同４年度 30％で推移してお

り、社会や大学の活動が平常化するのに伴い、教員による授業の特性に応じた分化が行われた。ポストコロナの状況となりつつあり、対面方式が効果的な授業についてはそれが復活してきたため、メディア授業

の割合は、減少しているものの、本学の教育 ICT となる授業支援システム（CLE: Collaboration and Learning Environment）の利用数にほとんど減少がみられないこと、ICT 等を活用した教育の授業

科目数は全科目数の７４%と高い数値を表していることから教育の ICT 活用が着実に推進されていると考える。むしろ対面授業をベースにメディア授業を取り入れるブレンデッド教育が広がっているととらえ

ることができる。また、ICT を活用した教育に対する受講生の満足度が 80.8％となっていることは、教員の ICT 技術と工夫により質の高い教育を提供できていると考える。 

 ブレンデッド教育のための FD では、「アフターコロナ時代の大阪大学における教育の質保証」をテーマとして全学ＦＤフォーラムを実施した。データに基づく入試・ブレンデッド教育の動向に関する分析結果、シラ

バスフォーマット改定、遠隔授業設備の運用など、教育支援・能力開発に資する内容とした。オンデマンドコンテンツは 72 のコンテンツを蓄積し、令和９年度の KPI 達成に向け、順調に進んでいる。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 本学に文章として存在していなかったＦＤポリシーを制定し、明確化することで更なる FD 推進を図った。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 ブレンデッド教育体制の整備に伴い、ICT の活用が着実に推進している。 

【今後期待する点】 

 教育効果を上げるための手段として、「ブレンデッド教育」のさらなる推進が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

1-2-① 「知と知の融合」、「学際融合」や「社会と知の統合」科目の充実のための Double Wing Academic Architecture 構想の定着化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○卓越大学院プログラム、リーデイングプログラム及び後継プログラムの安

定的な運営 

（１） リーディングプログラム 

自主財源による安定的運営 

（２） 卓越大学院プログラム 

自主財源による部分的支援に関する検討を開始する。 

（３） 理工情報系オナー大学院プログラム 

プログラム履修者数などの継続的なモニタリング 

○ 部局独自の DWAA 系プログラムの拡充（その他国際関係の教育プログラ

ムを含む） 

 各部局が独自の DWAA 系プログラムを 1 つ以上企画・展開できるように

するため、要件単位数を少なめに設定する新たな枠組みについて検討す

る。 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和９年度の KPI の目標値達成に向けて順調に推移しているため。 

教育プログラム数： 

６５件（修士課程） 

５９件（博士課程） 
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＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 
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重点戦略 1-2.： 学部・大学院教育内容のさらなる充実化 

 

 

 

 

 

 

 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 大学院教育内容のさらなる充実に向けて、DWAA 構想の定着化に着実に取り組んでいる。 

【今後期待する点】 

 教育内容の充実に向けて、「高度教養モジュール（仮称）」の構築を進めることが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

1-2-② 数理科学・データ科学・情報科学教育の強化と全学体制の構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○数理・データ情報科学教育の全学体制の構  築 

 「数理科学・データ科学・情報科学教育連携組織」体制の整備に関する検討

を行う。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和４年度から全学共通教育推進機構の全学共通教育部門に着任した教授が情報教育科目部会長と統計学部会（部会長は数理・データ科学教育研究センター長）の両者を束ねる役割も果たしており、情報と統

計学の意思疎通・連携が強化された。 

 数理・データ科学教育研究センター内に情報科学ユニットを設置するための準備を行い令和 5 年 4 月に新設することを決定した。同センターには数理科学ユニット及びデータ科学ユニットがすでに設置されてお

り、３つのユニットが整備されることでこれら３つが有機的に繫がり本学の数理・データ・情報科学の教育のクオリティが向上することが期待される。 

 高校での「情報Ⅰ」の必修化に伴う初年次情報教育のアップデートのため、各専門分野での情報データ科学教育の学習内容の整理、体系化に着手した。 

 数理科学・データ科学・情報科学の開講科目の受講者数は、5,542 名（令和３年度:5586 名）で変化は見られなかったが、延べ人数は 10,303 名（同３年度:9,957 名）で 1 名あたり年間平均 1.86 科目（同３

年度:1.78 科目）を履修していることになり、複数科目の受講は微増した。 

 上記受講者へ提供した科目は 62 科目であった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 情報教育科目部会長と統計学部会の両者を束ねる教員を配置することで、情報と統計学の意思疎通・連携を強化している。 

【今後期待する点】 

 数理科学ユニットとデータ科学ユニット並びに新設される情報科学ユニットの連携により、数理・データ・情報科学の教育のさらなる質の向上

が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

1-2-③ 人文社会科学系教育リソースの全学的活用による横断型教育体制の構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○人文社会科学系組織の教育プログラムの体系化の促進 

 人文社会科学に関係する部局が主体となって「人文社会科学系オナー大

学院プログラム」の創成とその運営を担う横断型教育体制の構築を進め

る。  

○大学院横断型教育組織との連携体制構築 

 国際共創大学院学位プログラム推進機構と連携して、大阪大学全体の異

分野横断型教育体制の一翼を担うとともに、博士後期課程学生への経済

支援などのプログラムの運営にも寄与する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和９年度の KPI 達成に向けて、人文社会科学に関係する部局が主体となって、プログラム運営委員会等を立ち上げるなど「人文社会科学系オナー大学院プログラム」の構築を進めることができたため。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 プログラム運営委員会等を立ち上げるなど「人文社会科学系オナー大学院プログラム」の構築を進めている。 

【今後期待する点】 

 大学院横断型教育組織との連携体制構築の構築についても、今後のさらなる取組が期待される。 
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重点戦略 1-3.： 学外の様々なステークホルダーとの連携を活用した人材育成 

 

 

主要取組番号 主要取組 

1-2-④ 健康・スポーツ科学教育研究連携体制の構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

健康・スポーツ教育の在り方検討ワーキンググループを中心に、健康・スポ

ーツ科学教育研究連携体制の構築に向けた検討と課題の洗い出しを行う。 
Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 健康・スポーツ科学教育研究連携体制（「健康・スポーツ科学教育研究環」（仮称））の構築に向け、健康・スポーツ教育の在り方検討ワーキンググループを中心に、組織のデザインやミッション、必要な人員や予算に

ついて取りまとめ、次年度からの運用に向け予算の確保に努めた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 健康・スポーツ教育の在り方検討ワーキンググループを中心にして、健康・スポーツ科学教育研究連携体制構築に向けた取組を推進している。 

【今後期待する点】 

 健康・スポーツ科学教育の推進に向けて、適切な体制を構築することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

1-3-① 国際連携を軸にした国際交流教育プログラムの拡充 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

【1-3-①-1】 

 学部英語コースを人間科学部、理学部以外にも導入する検討を始める。 

 留学生の多様性を向上させるために広報・入試改革の検討を始める。 

 日本語予備教育を充実化させるために日日センターの体制強化の検討を

始める。 

 国内就職状況の改善・奨学金や採用に関して企業への働きかけを行う。 

 インカレの体制強化のために、教員・事務職員の安定雇用と増員の検討を

始める。 

【1-3-①-2】 

 大学院英語コースを文系にも導入する検討を始める。 

 大学院英語コースを魅力的なものにするために、ダブル・ディグリー・プロ

グラムを拡充する。また、修士博士一貫プログラムの導入の検討を始め

る。 

 MOOCs コンテンツやオンライン講義用設備の充実化などにより、オンラ

イン教育環境の整備を進める。 

 ASEAN キャンパスと GKP の充実化に向けての検討を始める。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和 9 年度の目標達成に向けて、学部英語コースを学内の文系、理系学部に拡大するため、関係学部の執行部レベルとの協議を開始した。 

 大学院英語コースについても、文系研究科に導入するための協議を一部研究科の執行部レベルと開始した。 

 理学部において、海外のトップクラスの進学校と協定を結び、これらの高校から成績優秀者を学部英語コースに優先的に受け入れるシステムの検討を始めた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 学部英語コースの拡大のため、関係学部の執行部レベルとの協議を開始するなど、令和9年度の目標達成に向けた取組を着実に進めている。 

【今後期待する点】 

 国際交流教育プログラムの拡充に向けて、英語コースのさらなる拡大が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

1-3-② インターンシップ・オン・キャンパスプログラムの全学的展開ならびに企業・大学相互メリット型リカレント教育体制の構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○共同研究講座及び協働研究所を活用したインターンシップ・オン・キャンパ

スプログラムの全学展開ならびに新たなインターンシップ教育プログラム

の構築に向けた検討。 

 インターンシップ・オン・キャンパスにおける課題検討開始と全学展開への

施策の立案と運営体制の確立に向けた検討。 

○最先端研究を行う企業等研究者の博士号取得体制の構築ならびに社会

人教育プログラムの支援体制の整備 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 島津製作所との協働研究所を発展させ、産学共創と高度人材育成を目指す「REACH ラボプロジェクト」を 2021 年 4 月から開始した。島津製作所の社員が本学博士課程に在籍し、研究を行うとともに博士学

位の取得を行うための体制の整備を行い、令和 3 年度に 1 名、令和 4 年度に 4 名が入学した。さらに、島津製作所との連携推進を図るため、REACH プロジェクトをさらに発展していくための連携協定を締結



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 2-1.： 学術機関の根幹となる多様な基礎研究の実践 

 協働研究所等を有する企業からの若手研究者の受け入れ態勢の構築に向

けた検討を開始。 

 社会人教育およびリカレント教育における課題検討開始と第４期における

施策の検討開始。 

した。 

 インターンシップ・オン・キャンパスのサポート（協働研究所/共同研究講座）は 9 つの企業が参画した。 

「インターンシップ・オン・キャンパスプログラム」及び「企業・大学相互メリット型リカレント教育」等を導入した学位プログラム数は前者が工学研究科産学官共創コースによる９プログラム、後者が REACH ラボプ

ロジェクトによる３プログラムで計 1２プログラムとなっており、令和９年度の KPI 達成に向け、順調に進んでいる。 

受講している学生の満足度は、前者は交流会でのアンケートでは 75%相当、後者では 80％相当の満足度を推定できる結果を得ている。 

 令和４年度にエマージングサイエンスデザイン R３センターを設置し、先端機器を用いた実習を特徴とする産学共創に基づくリカレント、リスキリング、リトレーニング教育を実施している。このようなリカレント教

育を水平展開していくため、新大学院構想の一つとして体制構築に関して検討を開始した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 「REACH ラボプロジェクト」を開始し、さらなる発展に向けた協定締結等、リカレント教育体制構築への取組を着実に推進している。 

【今後期待する点】 

 引き続き、インターンシップ・オン・キャンパスプログラムの全学的展開ならびに企業・大学相互メリット型リカレント教育体制の構築に向けた取

組を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-1-① 全ての研究者が知的好奇心・探求心に基づく基礎研究を持続的に実施可能とする活動基盤の拡充 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-1‐①-1 

 外部資金及び各賞の公募情報の研究者への周知 

 科研費等外部資金及び特別研究員の学内説明会、申請書書き方セミナー

の実施 

 本部 URA と部局ネットワークとの連携、事務部門との情報共有 

2-1‐①-2 

 科研費相談員制度、模擬面接の実施 

 採択された特別研究員申請書の学内開示による作成支援 

2-1‐①-3 

 国際ジョイントラボ 100 拠点の継続 

 英語論文投稿支援事業などの支援の実施 

 英語論文執筆教材の支援 

 外国人研究者用外部資金獲得マニュアルの整備（科研費英語マニュアル） 

2-1‐①-4 

 大学院生に対する支援の実施 

 英語論文投稿支援事業などの支援の実施 

2-1‐①-5 

 他大学等、産業界等との組織的な連携や大学の枠を越えた共同利用・共

同研究を推進 

 研究所・センター間の連携に向けた施策について学術研究機構会議にお

いて検討 

 プロジェクトに関する積極的な概算要求 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

2-1‐①-1 

 大学公式サイトにて外部資金公募情報を周知するとともに、育志賞・日本学術振興会賞等主要なものについては個別に部局長会議やメールでの周知を行った。さらに、セミナー等も積極的に実施し、ここ数年間

受賞のなかった育志賞を３名受賞する（全国で 18 名）とともに、日本学術振興会賞を 2 名受賞した（全国で 25 名）。 

 外部資金獲得等の説明会として、授業支援システム（CLE）に説明動画を掲載した。科研費については１０件の動画について延べ６３９件の閲覧があった。特別研究員については令和５年６月初め頃まで掲載予

定。 

 研究力強化を基軸とした経営力向上の機能をさらに強化するために「IR 駆動型研究マネジメント改革」と「世界と伍する研究大学に向けた阪大 URA の育成事業 」を推し進めるべく、経営企画オフィスに新たに

基盤的経費を確保し、組織整備等に着手した。 

 学内公募により事務系職員 2 名（うち 1 名は、係長級）を経営企画オフィスにＵＲＡとして新たに配置した。昨年度の 2 名に加えて計 4 名となり、ＵＲＡと事務部門の連携強化、研究支援体制の強化及び事務職

員の人材育成につながった。 

 本部 URA と部局 URA は定例でミーティングを開催し、公募情報や好事例の共有を行うことにより、全学における研究支援の充実を図った。 

2-1‐①-2 

 科研費相談員制度には前年度（84 件） 並みの７８件の利用があった。大型科研費アドバイザー制度については昨年度（6 件）より多い １１件の利用があった。制度利用者の採択率は総じて高く、特に基盤研究

（C）は 68.2％であり、大学全体の採択率 42.1％を大きく上回った。 

 採択された申請書の学内開示（CLE に掲載）については、特別研究員は令和５年６月初め頃まで掲載予定。また、科研費（基盤研究 C、若手研究）についても公開し、７件の開示書類に対して延べ４８１件の閲覧が

あった。 

2-1‐①-3 

 国際ジョイントラボにおいては、コロナ禍により現在国際間の往来が十分にできない状況にあるため、 国際共同研究促進プログラムでリモート研究環境整備を支出可能にするなどの支援を行い、国際共同研究

を推し進めた。  

 しかし、主にコロナ禍の影響により、現在は 105 拠点となっている。 

 今年度より新たに始まった科研費（国際先導研究）において、公募に関する説明会や模擬ヒアリング等の重点的な支援を行うことにより、国際ジョイントラボで支援してきた課題を含む 2 件の課題の採択（全国で

15 件）につながった。 

 英語論文投稿支援事業について積極的に周知を行い、前年度以上の 208 件を論文の校正、274 件を論文のオープンアクセス化に係る支援を行った。 

支援の費用対効果を高めるため、１月より Springer Nature 社との間でいわゆる「転換契約」（所定本数の OA 化権を機関を通じてまとめて廉価に購入する契約）をに開始。当該契約の下でオープンアクセス

化した論文は、12 本であった。 

 英語論文執筆教材として Nature Masterclasses オンラインコースを導入し、本学の研究者・学生が論文の執筆から出版までのプロセス全般におけるスキルやテクニック、査読方法等の学習する際に活用す

ることができた。 

 外国人研究者用外部資金獲得マニュアル（科研費英語マニュアル）を URA が作成し、学内専用サイト（マイハンダイ）に掲載し、110 名のアクセスがあった。 

2-1‐①-4 

 大学院博士後期課程の学生の研究環境向上に資する事業である日本学術振興会特別研究員への申請支援を行い、９７名（DC1・３２名、DC２・６５名）が採用された。 

 英語論文投稿支援事業において、日本学術振興会特別研究員（DC1、DC2）27 名を支援した。 

2-1‐①-5 

 共同利用・共同研究拠点（７拠点）及び国際共同利用・共同研究拠点（１拠点）が他大学等、産業界等との連携を継続している。例えば、微生物病研究所では北海道大学、東京大学、長崎大学の各拠点と共に構成す

る感染症教育研究拠点連合により、各大学の強み・特長を活かした感染症研究の推進と人材育成を推進した。 

 研究所・センター間の連携に向けた施策については、上記の例のように多数の大学との連携がすでに行われていることを考慮し、 各拠点の既存の連携活動の継続を優先した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 
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＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 文部科学省研究大学強化促進事業の事後評価にて最高の S 評価を受けた。（客観的な指標の推移について、国際共著論文の割合、民間企業との共同研究・受託研究等の客観的な指標が順調に推移、研究支援

体制の抜本的改革の実現、URA や IR 業務を担う高度専門人材の増員計画などが評価された。） 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 科研費相談員制度等の拡充により、基礎研究を支えるものとなり得る基盤研究（C）の採択率が上昇している。 

 文部科学省研究大学強化促進事業の事後評価で S 評価を受けているなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 外国人研究者の外部資金獲得を支援する体制の強化に期待したい。 

主要取組番号 主要取組 

2-1-② 研究資料、学術情報基盤やリポジトリを含む各種デジタル・リソースの充実化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-1-②-1 

 電子ジャーナルの利用状況調査の実施。調査に基づくデジタル・リソース

の整備。 

 学内の APC（論文出版加工料）調査。電子ジャーナル購読契約の検討。 

 図書館配置の研究資料の整備（デジタル含む）方針について検討。 

 機関リポジトリシステム構築・調査・立案。 

 学内刊行物、絶版となった研究者著作の電子化公開を重点的に推進。 

2-1-②-2 

 具体的な施策を含めた将来計画の検討 

 館内WG（資料管理WG）による現状把握及び課題抽出と対応計画の検討 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

2-1-②-1 

 電子ジャーナルの統計の取得方法の見直しを行い、より実態に即した利用状況調査結果に基づき電子ジャーナルの選定を行った。 

 学内の APC（論文出版加工料）調査を実施した。調査結果を研究担当理事、経営企画オフィス、研究推進部と共有し、オープンサイエンスの推進及び電子ジャーナル購読契約形態の見直し等の検討を進めた。そ

の結果、SpringerNature 社の購読契約を論文出版料を含む転換契約に移行した。 

 電子書籍等の研究資料の整備の進め方について検討し、試行的に選定及び整備を行った。また電子的情報基盤資料整備経費の内、エルゼビア社前払い PPV 利用料の学内取引収入の一部を研究用電子書籍の

購入にあてるよう方針を定めた。 

 機関リポジトリの更新によってメタデータ要素を拡充（「JPCOAR スキーマ」の採用）し、標準的な規格にのっとった形での研究データの公開・発信が可能となるよう基盤を整備した。また、制限公開機能を実装

し、セキュアなデータの公開にも対応できるよう機能を充実させた。 

 機関リポジトリ収録コンテンツの収集を進め、学内刊行物は逐次刊行物 7 タイトルを新規に収録し、合計 142 タイトルとなった。教員著作については収集に向けての手順を検討した。 

2-1-②-2 

 館内 WG（資料管理 WG）で図書館配置資料の現状把握と管理・保存についての課題抽出を行った。その報告をもとに、今後の対応案を検討した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

2-1-②-1 

 電子ジャーナル購読契約について、検討だけにとどめず、経営企画オフィス、研究推進部と協同して、一部出版社の転換契約への移行を実施するなど、前倒しで進めた。 

 機関リポジトリによる貴重古典籍資料公開についても、グローバル日本学教育研究拠点デジタル日本学部門と協働して検討を開始し、前倒しで進めた。 

 他大学のデータベースの契約実態を調査し、研究情報データベースである CAS SciFinder Discovery Platform for Academics と Reaxys の契約維持について検討するとともに、事項指定経費から

受益者負担を含む新たな負担方式に移行した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 電子ジャーナル購読契約について、関係部署と協同して計画の一部を前倒しで進めており、計画達成に向け積極的に取り組んでいる。 

【今後期待する点】 

 様々な課題はあるところであるが、引き続き、各種デジタル・リソースの充実化に向けた様々な取組を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-1-③ 学内に偏在する先端的研究・実験機器の可用性向上 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-1-③-1 

 コアファシリティ推進室において、コアファシリティ推進体制を構築 

 先端研究共用設備・共用機器の「見える化」・「オープン化」・「拡大」、共同利

用・共同研究拠点との連携等に関する将来構想等の策定 

2-1-③-2 

 新たに設置した分野横断利用支援チームによる技術相談・分析支援を開

始 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 コアファシリティ化の推進に関する企画・立案並びに全学的な機器共用の推進、技術職員などの研究支援人材の育成・データ利活用を担うコアファシリティ推進室を設置し、これらの取組を実施した。 

 研究推進本部／研究オフィス及び同室において、本学として今後取り組むべき課題や方向性をまとめるものとして今年度中に策定・公表を予定している「大阪大学における研究設備・機器の共用に関する方針」

（案）の立案を行った。 

 最先端共用分析機器を擁する蛋白質研究所、超高圧電子顕微鏡センター、ニコンイメージングセンター、医学系研究科附属共同研究実習センターとの連携体制が構築された。 

 その結果、令和４年において全学共用機器が６１機器に拡充され合計 300 機器となった。第４期中期目標期間中に 100 機器程度の全学共用機器拡大を目標としており、その６割を令和４年度に達成すること

ができた。 

 部局・研究分野横断の目利き支援チーム（技術職員・URA・教員からなる）による課題解決ソリューション提供サービス「ハンダイコアサポート」を令和 4 年 10 月に開始し、6 件（令和 5 年 2 月末時点）の研究相
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＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

談が寄せられ対応した。 

 国立情報学研究所（NII）が主導する「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業」に参画し、本学において同事業を主導する附属図書館やサイバーメディアセンターと協働の下に、共用機器から日

常的に生まれる測定データのネットワーク流通や共有・データ利活用を進める基盤となる小規模分析室測定データ集約・配信システムを学内 3 部局の分析室に新規導入した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 最先端共用分析機器を擁する部署との間で積極的に連携体制が構築され、全学共用機器を拡充している。 

【今後期待する点】 

 新たに設置したコアファシリティ機構により、全学レベルでのコアファシリティ化のさらなる推進が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-1-④ 安心して研究に打ち込める研究環境安全管理、安全保障輸出管理体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-1-④-1 

 安全保障輸出管理対応に関する新たなルール策定 

 関係する全教職員等の受講を必須として、安全保障輸出管理やライフサイ

エンス研究等に関する講習（動画コンテンツ）を実施 

 FD 研修及び学生（大学院生）に対する講習会等の実施 

 人を対象とする生命科学・医学系研究等に関する体制整備として専任の

教員を雇用 

2-1-④-2 

 遺伝子組換え実験・病原体等取扱い電子申請システムの改修（DB サーバ

の変更）と研究環境安全管理等のシステム導入に係る検討 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

2-1-④-1 

 令和４年５月１日施行の外為法関連法令の改正に合わせ、関連部署の協力を得、安全保障輸出管理に関する手続きを大幅に改定した。 

 全教職員及び研究に関わる学生を対象に、安全保障輸出管理やライフサイエンス研究等に関する講習（動画コンテンツ）を実施した。 

 人を対象とする生命科学・医学系研究等に関する体制整備のため、総長裁量ポストにより講師ポスト 1 名が措置され、令和 5 年 4 月雇用に向けた手続を進めた。 

2-1-④-2 

 遺伝子組換え実験・病原体等取扱い電子申請システムの DB サーバ改修のための契約を行い、改修に着手した。また、人を対象とする生命科学・医学系研究等の研究倫理申請システム導入に向けて、他校での導

入状況確認や業者の確認を実施した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 関連部署との調整を経て、安全保障輸出管理に関する手続きの大幅改定に取り組んでいる。 

【今後期待する点】 

 研究活動におけるリスクマネジメント体制の充実に向けては、各部署間の調整など様々な課題があるところであるが、実現に向けた取組が期

待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-1-⑤ 社会の信頼と負託に応える高い倫理観を養う FD の徹底 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 公正研究推進協会（APRIN）を活用した全学的な e-learing の推奨と拡

大 

 論文剽窃チェックツール「iThenticate」を引き続き全学で導入 

 海外動向の調査と、本学の研究倫理教育への反映 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 研究倫理教育の実施状況について、年に複数回の大学本部宛て報告を各部局に義務づけ、実施内容が不十分と思われる場合は個別に指導し改善させることで、実施の徹底を図った。 

 博士論文の審査過程における剽窃防止について、再点検を行うとともに、確認方法を明確化し、適切な審査の周知徹底を図った。 

 e-learning 及び論文剽窃チェックツールの利用に際する各種登録作業や問い合わせ対応等のサポートを部局に対して行う中で、適切な利用方法の周知徹底を図った。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 研究倫理教育の実施を徹底し、不正防止の環境構築・体制強化を図っている。 

【今後期待する点】 

 社会の信頼と負託に応えるため、引き続き、高い倫理観を養う FD を徹底することが期待される。 
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＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

重点戦略 2-2.： 世界レベルで卓越した研究拠点形成と新たな研究領域の開拓 

 

 

 

 

主要取組番号 主要取組 

2-2-① 重点研究分野の国際的プレゼンス向上のための研究推進支援体制の強化と重点投資 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 生命医科学融合フロンティア研究、共生知能システム研究に対する集中的

なリソース投入を継続して実施し、量子情報・量子生命研究に続く世界トッ

プレベル研究拠点への躍進を目指す。 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 生命医科学融合フロンティア研究に対して重点的に支援を行ったことにより、文部科学省の令和 4 年度世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）にヒューマン・メタバース疾患研究拠点が採択された。この

採択を受けて、世界最先端研究機構の拠点とした。これにより、同機構の拠点は３拠点となった。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 生命医科学融合フロンティア研究への重点支援の結果、文部科学省の令和 4 年度世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）にヒューマン・メタバース疾患研究拠点が採択され、世界トップレベル研究拠点へ躍

進した。なお、これにより、WPI の採択数は 2 拠点となり、全国最多の実績である。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 生命医科学融合フロンティア研究に対して重点的に支援を行ったことにより、文部科学省の令和 4 年度世界トップレベル研究拠点プログラ

ム（WPI）にヒューマン・メタバース疾患研究拠点が採択されたことは高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 ヒューマン・メタバース疾患研究拠点において、研究推進に向けた、さらなる活動が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-2-② 卓越研究分野が先導する部局横断型大型研究プロジェクトの醸成と省庁・FA への提案支援による外部資金獲得体制強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-2-②-1 

 各領域の研究の進捗状況の確認・評価及び強化施策の実施 

 部局を超えた学際研究の見える化や、それに伴う新学術基盤の創成の実

施による異分野融合型研究の基盤強化 

2-2-②-2 

 本部 URA による重点領域・OTRI 等への支援 

 OTRI 等の府省・FA への提案支援 

 ムーンショット、フォトニクス等の既存の課題に対する大型及び部局横断

研究プロジェクト立ち上げ・実施支援 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 第４期中期目標期間に入るにあたり、先導的学際研究機構（OTRI）の既存の各部門・センターのミッションについて、研究オフィスによる確認を行った。また、新たに設置が決定した６部門のミッションについて

も、同様に研究オフィスによる確認を行った。さらに、各部門・センターのミッションについて、定期的に先導的学際研究機構会議において共有し、部門間連携をより強化していくこととした。 

 令和 5 年度総長裁量ポスト（研究力強化・若手支援・D&I 推進カテゴリー）のうち、研究力強化の観点の５ポスト中２ポストを OTRI の部門に配分するなど、戦略的な重点支援を実施した。 

 世界トップレベル研究拠点（WPI）や共創の場形成支援（COI-NEXT）等の大型研究拠点化を目指す領域に対する本部 URA の積極的な支援も継続して実施した。その結果、地域共創分野・育成型の１件につい

て、本格型への昇格が決定した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 上記の COI-NEXT 地域共創分野における本格型への昇格に加え、令和４年度においては地域共創分野・育成型に新たに 1 件採択され、本学の採択数は計 5 拠点で全国最多となる。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 COI-NEXT 地域共創分野における本格型への昇格が得られたことは高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 先導的学際研究機構においては、既に様々な研究活動を推進されているところであるが、今後、各研究部門等の連携強化による、さらなるイ

ノベーションの創出などが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-2-③ 次世代 AI 技術によるデータ駆動型研究の加速 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-2-③-1 

 データビリティ研究用基盤のプロトタイプシステムを拡大 

 学際研究プロジェクトの共創支援、データ・AI 駆動型学際共創研究の拡大 

2-2-③-2 

 社会共創インタラクションハブの構築 

2-2-③-3 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 学際共創プロジェクト数については、令和 9 年度の KPI 達成に向け、毎年度新規 5 件程度と想定していたところ、目標を大きく上回る新規 17 件という結果となり研究推進を加速拡大させた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 
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＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 データ駆動型研究を推進し、PLR を収集・データ流通基盤の構築、社会実

装 

 うめきた２期、関西万博への展開 

 Society 5.0 実現化研究拠点支援事業では、第一ステージ（H30～R4）において、センシング等により得られるデータから様々な予測を行う一方で、データ蓄積基盤（PLR 基盤）の構築、データ取引の仕組み

を掲示したことが高く評価され、第二ステージへのステージゲートを通過することができた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 Society 5.0 実現化研究拠点支援事業において、第二ステージへのステージゲートを通過することができたことは評価できる。 

【今後期待する点】 

 学際共創プロジェクト数について丁寧に情報発信をすることなどにより目標値を大きく上回ったところであるが、今後も、さらなる向上を目

指す取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-2-④ 研究環境整備、学際融合機会の創出、グローバル化の奨励など若手研究者に対する積極的な支援 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-2-④-1 

 寄附金、企業との連携協定による若手研究者の雇用 

 総長裁量ポストによる若手研究者の雇用 

 メンター教員の制度設計 

2-2-④-2 

 連携機会創出支援の実施 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

2-2-④-1 

 現在の企業等からの支援に基づく若手研究者の育成を継続して実施した。令和４年度においては、１名の特命教員が推薦部局へ昇任という形で戻ることとなり、さらに２名の特命教員も学内、学外への異動が決

定している。かねてからの課題であった特命教員の流動性の問題についてもある程度の成果が出てきている状況で、高度な研究マネジメント能力と高い倫理観を持ち、世界最高水準の学術研究を推進する国際

的に卓越した若手研究者の育成という高等共創研究院の理念は着実に実行できている。 

 令和 5 年度総長裁量ポスト（研究力強化・若手支援・D&I 推進カテゴリー）のうち、若手支援の観点の 3 ポストを確保し、研究担当理事による審査のもとで配分を実施した。 

2-2-④-2 

 SAKIGAKE クラブを通じて、異分野が融合した共同研究の提案を募集し、研究費を配分して支援した。 

 SAKIGAKE クラブの研究者が参画するプロジェクトが、 COI-NEXT 地域共創分野における本格型へ昇格した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 SAKIGAKE クラブを通じて、異分野が融合した共同研究の提案を募集し、研究費を配分して支援したことは評価できる。 

【今後期待する点】 

 若手研究者への積極的な支援充実に向けて、引き続き、世界最高水準の学術研究を推進する国際的に卓越した若手研究者の育成に取り組む

ことが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-2-⑤ 人文社会科学分野のポテンシャルを活かした新領域の開拓と分野包括的な研究戦略の立案 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-2-⑤-1 

 学際的・国際的・社学連携的な教育プログラムを企画運営 

 学内外・国内外の研究者・研究機関とのネットワークの形成・維持・管理、ア

ウトリーチ活動の展開 

2-2-⑤-2 

 デジタル・アカデミア強化 

 人文学研究科の学生に対する DH 教育の実施 

2-2-⑤-3 

 重点的に取り組む分野等の検討を踏まえた、部局連携の方向性の検討 

 SSI プロジェクトの実施 

 ELSI 型研究プロジェクトの実施 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

2-2-⑤-1 

 グローバル日本学教育研究拠点においては，国際シンポジウム１回，研究交流ワークショップ１回，月例ワークショップ 10 回，Graduate Conference１回に加え，新たに GKP となったメルボルン大学とワー

クショップを 3 日間にわたって開催し，国際連携の強化を図った。人材育成の面では，大学院等高度副プログラム「グローバル・ジャパン・スタディーズ」を核とする教育プログラムを運営し，着実に受講者を拡大

した。 

2-2-⑤-2 

 デジタル・アカデミアの開発においては，researchmap の研究業績データおよび KOAN のシラバスデータを横断的に検索し，キーワードに合致する研究者，著書，論文，講演等，提供科目情報を一覧できる機

能を実装した。これにより，本研究科に入学を希望する志願者や在籍大学院生と教員との「専攻の垣根を越えた」研究指導マッチアップを支援するシステムを完成させた。デジタル・アカデミアは人文学研究科ウ

ェブサイトにて公開した。 

2-2-⑤-3 

 ELSI 型研究プロジェクトの実施については、令和 9 年度の KPI 達成に向け、今年度の目標を 3 件と設定していたところ、予定どおり 3 件を達成できた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 グローバル日本学教育研究拠点においては，デジタル日本学部門を新設し，デジタルヒューマニティーズを主題とする研究交流ワークショップ，国際シンポジウム等を開催するとともに，大阪大学の知的資産を人

文系デジタル・アーカイブとして公開する事業に着手した。 

 デジタルヒューマニティーズ教育（DH）プログラムの拡充を行なった。言語文化学専攻が提供する既存のデジタルヒューマニティーズ科目群に加え，研究科共通科目として，初学者向けの「デジタルヒューマニテ



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 2-3.： 新しい社会創造に貢献する OU エコシステムの広範な浸透・充実化 

 

 

ィーズ基礎」，および最先端の応用事例を俯瞰的に学ぶ「デジタルヒューマニティーズ特殊講義」を提供することにより，基礎，専門，応用の 3 レベルをカバーする DH プログラム構成とした。 

・ヒューマン・メタバース疾患研究拠点の WPI 採択に貢献し、設置後の同拠点には ELSI センターの教員が参画している。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 グローバル日本学教育研究拠点においては，デジタル日本学部門を新設したこと、また、デジタルヒューマニティーズ教育（DH）プログラムの

拡充を行なったことは高く評価できる。また、ヒューマン・メタバース疾患研究拠点の WPI 採択に貢献し、設置後の同拠点には ELSI センター

の教員が参画しているなどのアウトカムが得られている。 

【今後期待する点】 

 人文系デジタル・アーカイブの構築をはじめとする諸事業の本格化など、引き続き、人文社会科学分野のポテンシャルを活かした新領域の開

拓と分野包括的な研究戦略の立案が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-3-①-1・2 
「社会との共創」への接続を意識し、「＋ELSI」、「新興感染症」、「PLR（Personal Life Records）」、「いのち」をキーワードに、SDGs をはじめとする社会課題の解決に向けた学際研究を
実施するための基盤構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-3-①-1 

 社会との共創を意識させるための FD の実施 

 SSI プロジェクトの実施 

 ELSI 型研究プロジェクトの実施 

 社会的課題解決志向研究のウェブサイトの構築 

2-3-①-2 

 ELSI の解決に向けた学内外のマッチング試行 

 産業界や行政機関等への提言を研究や実践の蓄積をもとに試行的に実施 

 STiPS 事業の教育プログラムとの連携・貢献 

 ELSI 教材を活用しセンター独自の教育プログラムを準備・検討 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 ELSI 型研究プロジェクトの実施については、令和 9 年度の KPI 達成に向け、今年度の目標を 3 件と設定していたところ、予定どおり 3 件を達成できた。 

 ＥＬＳＩの解決に向けた学内外のマッチング試行については、学内ＵＲＡの仲介でいくつかの公募に参加し、特に世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI プログラム）は採択に至った。 

 StiPS 事業の教育プログラムとの連携・貢献については、昨年度に引き続き、セミナーシリーズ「つなぐ人たちの働き方（2022 年度夏）」を提供し、その他 StiPS が提供する授業においても、ELSI センター教

員がゲスト講師として協力した。 

 また、ELSI 教材を活用したセンター独自の教育プログラムとして、（株）ドコモが提供する無料オンライン講座プラットフォーム「gacco®」に、「ビジネスパーソンのための ELSI 入門―データ利活用編―」を提供

した。加えて、大阪大学 SEEDS プログラムにも ELSI に関するワークショップと講義を提供した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 先にあげた gacco®の講座は期間中に約 3５0 人が修了し、満足度は 99.3％と極めて高かった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 課題解決に向けた分析ができており、改善に向けた対応が期待できる。 

【今後期待する点】 

 「社会との共創」 を目指し、すべての教員が社会・文化的意義が高い研究を意識するようになるための FD 等の実施が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-3-①-3 
「社会との共創」への接続を意識し、「＋ELSI」、「新興感染症」、「PLR（Personal Life Records）」、「いのち」をキーワードに、SDGs をはじめとする社会課題の解決に向けた学際研究を
実施するための基盤構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

●既に整備した研究チームに加えて、ウイルス細胞生物学を担当する研究チ

ームや、社会実装基盤に関する研究を担当するチームなど研究実施体制

を整備し、基礎研究から社会実装までの研究サイクルを確立させる。 

また、分野横断型研究促進プロジェクトなどの新規事業を実施し、開かれ

た研究拠点となるための基盤を確立させる。これらを通して、感染症学、

免疫学に関する研究分野において研究論文を 10 件以上発表する。 

●ディスカッションペーパー（DP）、ポリシー・ディスカッションペーパー

（PDP）の制度を構築し、随時更新して公表することで、社会への情報発

信・政策提言に貢献する。また、情報発信のための調査研究プロジェクト

（計 12 件）を引き続き展開する。これらの取り組みを通し、経済学、心理

学、数理、社会技術分野において研究論文やリポートを 15 件以上発表す

る。 

●教育コンテンツの作製と受講管理システムを構築する。医歯薬系部局の科

目や部局横断型教養科目において、感染症教育を担当するほか、学外医

療従事者に向けた初期研修医教育プログラムを実施したり、一般市民を

含めた幅広い研修会、講習会、セミナーを他機関・自治体と連携して実施

する。これらの取り組みを通して、学内の医歯薬系学生への教育実施 10

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

 社会実装基盤に関する研究を担当する研究チームを発足させた（令和 4 年 8 月）。 

 チーム阪大研究をオール阪大型に発展させた「CiDER 部局横断型『感染症』研究促進プログラム制度」を実施し、多数の応募から審査を経て 37 研究課題を採択。毎月 1 回定期的にミーティングを開催してい

る。 

 感染症学、免疫学に関する研究論文を 41 件発表した。 

 ブリティッシュコロンビア大学とのジョイントシンポジウムを開催。 

 経済学、心理学、数理、社会技術分野において研究論文やリポートを合計 63 件発表した。 

 ディスカッション・ペーパー（DP）、ポリシー・ディスカッション・ペーパー（PDP）制度を導入し、迅速な情報発信や政策提言に貢献（掲載：DP4 件／PDP1 件）。 

 医療人材育成のための教育コンテンツを 57 件作成し、令和４年 5 月以降、医療従事者向け教育コンテンツ配信サイトを新規開設した（登録者数 3,220 名）。 

 初期臨床研修医向け感染症研修プログラム（2 年間で全 22 回）を構築し、令和４年 5 月より開始（521 名）。 

 学内の医歯薬学部への感染症関連の教育実施（53 コマ） 

 医療従事者向けの研修会等を計 144 回実施し、のべ 27,000 名の受講があった。 

 拠点 HP をリニューアルするとともに、感染症情報専門サイトを新たに構築し、わかりやすい動画等を活用した情報発信を行っている。 

 市民向けセミナーを毎月開催し（計 12 回）、１月からはハイブリッド開催 

 最先端の感染症学・免疫学の研究動向を発信するとともに、市民の関心事に答えるシンポジウムを２回開催（9 月開催 410 名参加、１月開催 598 名参加） 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 3-1.： 社会との共創活動の推進による「知」「人材」「資金」の好循環拡大 

コマ以上、医療従事者に対する感染症教育（研修会等 10 件以上）、受講管

理システム構築を実現する。 

●感染症情報発信サイトの運営や一般市民向けオンラインセミナー（毎月開

催）などを通して積極的に情報発信を行い、市民の感染症リテラシー向上

に貢献する。 

 外部有識者らによる拠点アドバイザリーボード委員会を開催し、拠点運営に関する評価・助言を得た。 

 インドネシア アイルランガ大学熱帯感染症研究所と包括連携協定締結。 

 2025 年竣工に向けた新棟整備事業を推進。DB 業者を選定。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 チーム阪大研究をオール阪大型に発展させた「CiDER 部局横断型『感染症』研究促進プログラム制度」を実施し、多数分野横断的研究が遂行

している。 

【今後期待する点】 

 計画を大幅に上回る成果をあげており、引き続きの取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

2-3-② グローバルな社会課題、未踏課題等への「挑戦」を奨励・支援する寛容な大学・部局運営 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

2-3-②-1 

 挑戦を支援する学内助成事業（英語論文投稿支援・異分野融合支援、国際

共同研究支援、海外渡航支援等）の実施 

2-3-②-2 

 研究の部局評価方法の検討 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

2-3-②-1 

 英語論文投稿支援は、英文校正支援 208 件、オープンアクセス化支援 274 件を実施した。 

そのうち、１月より開始した転換契約によってオープンアクセス化した論文は、12 本であった。 

 理化学研究所との共同研究プログラムや SAKIGAKE クラブの異分野融合研究支援プログラムを通じて支援し、今後の新たな挑戦的な研究の可能性につなげることができた。 

 国際ジョイントラボにおいては、コロナ禍により現在国際間の往来が十分にできない状況にあるため、 国際共同研究促進プログラムでリモート研究環境整備を支出可能にするなどの支援を行い、国際共同研究

を推し進めた。  

 海外渡航に対する支援を 9 名に行った。 

2-3-②-2 

 総長裁量ポスト（研究力強化・若手支援・D&I 推進カテゴリー）の配分に際し、候補者の研究力を分析したうえで配分を行うなど、リソース配分の指標に研究力を取り入れた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 理化学研究所との共同研究プログラムや SAKIGAKE クラブの異分野融合研究支援プログラムを通じて若手研究者の支援を進めている。 

【今後期待する点】 

 ＯＵマスタープラン実現加速事業や戦略的ポスト配分等の部局支援施策に対する研究力評価を組み入れることに向けた具体的検討に期待す

る。 

主要取組番号 主要取組 

3-1-① 産学共創の拡大と大型共同研究の拡充 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

（１）企業等との共同研究の更なる拡充に向けた産学共創推進活動の強化 

産学連携の拡充のため以下の事項に取り組む。 

 近畿経済産業局等の団体と連携し、地元企業との連携を強化する。 

 技術シーズ集を作成、共創機構ホームページへの掲載を行う。 

 共創機構ホームページの改訂を進め、さらなるアクセス増を目指す。 

 イノベーション・ジャパンや新技術説明会などで技術シーズを紹介する。 

 外部問い合わせ窓口等で企業からの問合せに適切に対応し、共同研究に

つなげる。 

 また、共同研究契約対応や関連制度に関する改善として以下の事項に取

り組む。 

 R3 年度に試行導入した学術貢献費に対し、事例分析等により本格導入に

向けた制度の最適化を図る。 

 外国企業と対等に協議できる英文契約書雛形を整備する。 

 承継事務職員によるリーガルチェック業務遂行を推進する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

（１）企業との連携拡大に向けた取り組みについては、以下の通り、計画通り進捗している。 

 共同研究は、受入額 107.9 億円（令和 3 年度 92.9 億円）、件数 1,505 件（令和 3 年度 1,430 件）といずれも過去最高であり、受入額は初めて 100 億円を超えた。 

＜産学連携拡充の取り組み＞ 

 地域経済団体との連絡のパイプを確保し、地元企業などとの連携が可能な体制を維持している。さらに新たな連携の取り組みについても検討中である。 

 研究シーズ集を A5 冊子として作成・配布したことに加え、より詳しい A4 の研究紹介を共創機構 HP で検索・閲覧できるようにした。これにより「研究シーズ集を見た」という企業からの問い合わせが増加し、ま

た HP への企業誘導が容易になった。研究シーズ集 2023 についても、年度内完成に向け、作成を進めている。 

 共創機構 HP の内容の見直しにより、トップページのメニュー入れ替え等の刷新を図った。また閲覧者ニーズを踏まえたコンテンツ作成の一環として、協働研究所・共同研究講座インタビュー記事の作成を行っ

た。これは大阪大学ならではの産学連携制度の魅力を訴求するものであり、R4 年度中に HP に掲載すると共に、パンフレット化して企業等に配布予定である。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 電子化・システム化（RPA、AI 契約書レビューシステム等）の契約業務への

適用性､有効性を検討する。 

 さらに、OI 機構では企業との競争領域を中心とする大型共同研究の持続

的な組成及び運営を行うため、企業の事業戦略に対応した大型共同研究

の企画・提案、それらに基づくプロジェクト運営について、研究開発ステー

ジだけでなく実証実験や事業化検討ステージまでを担う能力を備えた総

合的マネジメントを実施する。プロジェクトの国際市場への展開を推進す

るため、国際的なビジネスマッチングイベントに参加し、情報収集や共同研

究等の提案を行う。また、令和５年度事業終了後の自立化に向けた検討を

行う。 

（２） 共同研究講座・協働研究所をはじめとした大阪大学方式の組織間連携

の拡充 

 現存の共同研究講座（部門）・協働研究所との情報交換を強化し、さらなる

制度改善などにつなげる。 

 共創機構と部局等との連携によるマッチング等（（１）の産学連携の拡充の

機会）を通じて、共同研究講座（部門）・協働研究所の拡充を図る。 

 多面的・包括的な組織対組織の連携をさらに推進するために、包括連携に

係る課題の検証と改善策の検討を開始する。 

（３）社会課題の解決、新たな社会価値創造を目指した産学共創の拡大 

令和４年度から新制度に移行した「未来社会共創コンソーシアム」につい

て、学内外への周知を行う。 

特に相談企業数の増加を図るため、 

 ホームページ等の制度紹介の刷新、企業・団体等の訪問による新制度紹介 

 企業団体との連携やシンポジウム開催等による企業ニーズの把握と相談

推進 

 課題特定のためのワークショップ開催等による企業ニーズの蓄積・充実 

に取り組む。 

 

異業種の複数企業と協働して 20～30 年後の将来の地球規模の課題を深

く探索し、その解決を目指した連携を推進することにより、「生きがいを育む

社会」の創造に向けた次世代の社会価値を創造する次世代社会価値創造拠

点事業において、解決すべき社会課題の探索活動を行うとともに、その社会

課題を解決するための具体的な産学連携プロジェクトの形成を行う。 

 イノベーションジャパンやバイオジャパンなどで阪大技術の紹介を行った。 

 共創機構ワンストップ窓口への問い合わせに適切に対応し、技術相談などを通じて共同研究などの連携に繋ぎ、一部は、共同研究講座開設検討に進んでいる。 

 OI 機構では継続的な新規プロジェクト・新規テーマの発掘、学際型テーマの支援の実施、プロジェクトの国際市場への展開を実施し、資金の獲得見込は目標額を達成予定である。同機構では、令和５年度事業終

了後に向け外部化会社化を含む検討を開始した。 

＜共同研究契約対応や関連制度に関する改善の取り組み＞ 

 学術貢献費：研究者へのヒアリング、アンケート、企業意見の聴取から、R5 年度以降の本格導入に対する方針を確定した。 

 英文契約雛形：本学案を作成し、英文契約に精通する弁護士によるチェックを経て、完成させた。 

 リーガルチェック業務：事務職員 1 名について、OJT 等により全てのリーガルチェック業務が実施可能となり、他職員の指導・育成ができるレベルにまで育成した。 

 電子化・システム化：申込書から契約書案作成の自動化、電子決裁・電子調印に係るシステムの導入により、業務効率化を進めた。 

（２）共同研究講座などの大型連携に関しては、以下の通り、計画を上回り進捗している。 

 1,000 万円以上の共同研究は、受入額 87.5 億円（令和 3 年度 73.9 億円）、件数 190 件（令和 3 年度 154 件）といずれも過去最高であった。 

 １件の協働研究所及び 13 件の共同研究講座（部門）を新設した。 

 コミュニケーションツールを活用した共同研究講座関係者間の情報交換の場を開設した。 

 （１）記載の通り、技術相談案件から部局との連携を通じて共同研究講座（部門）開設検討に進んでいる。特に初めての人文社会系部局での共同研究講座開設の準備が進んでいる。 

 企業との包括連携契約に関し、これまでの連携事例をまとめて検証し、さらなる推進に向けた考察を行った。また、企業との新たな包括連携契約締結の可能性のある案件や既存契約における連携拡大への支援

を可能とする体制としている。 

（３）社会課題の解決、新たな社会価値創造を目指した産学連携の取組に関しては、以下の通り計画通り進捗している。 

 未来社会共創コンソーシアムについて、企業ニーズを踏まえた制度の再検討（R3 年度）を経て、R4 年度より新制度での運用を開始した。併せて、共創機構 HP 掲載やパンフレット作成・配布，展示会などでの紹

介、学内での紹介活動により，学内外に向けた周知活動を行った。 

 新価値創造に向けた企業支援や人材育成事業を行う 100%出資子会社である大阪大学フォーサイトを R4 年 8 月に設立した。 

 学内の産学共創大型拠点についてシンポジウム開催や企業への広報・連携推進等の支援を行った。地域経済団体との連携については上記の通り、検討中である。 

 20～30 年後の将来の地球規模の課題を深く探索しその解決を目指す異業種の複数企業との連携においては、ワークショップの実施、代表者による課題検討を実施し、課題探索及びプロジェクトの形成を進め

ている。 

 8 月には、１）社会課題を解決して新しい価値（新サービス、新商品、新規事業の創造をクライアント企業と共に行う「新価値共創（コンサルティング事業」と、２）新しい価値を創造できる人材の育成を行う「新価値

創造人材育成事業」を担う大阪大学の学術的な知見を活かした出資子会社「大阪大学フォーサイト株式会社」を設立し、事業を開始した。 

（４）また、新たな取組として、他大学との産学連携に関する連携の検討を開始した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 社会課題の解決、新たな社会価値創造を目指し、大阪大学の学術的な知見を活かした出資子会社「大阪大学フォーサイト株式会社」を設立する

とともに、企業等との共同研究の更なる拡充に向けた様々な取組が実施されており、評価できる。 

【今後期待する点】 

 産学共創の拡大と大型共同研究の拡大に向けて、様々な取組を行っているところであるが、コロナ禍の影響を乗り越えて企業との共同研究

等を再び成長基調に戻すため、各部局と連携した新たな対応が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-1-② 知的財産強化と安定的な知財収入の確保 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

（１）シーズ発掘強化と「強い特許」の拡充 

１．技術移転の観点から有望研究者候補リストを作成し、各部局の産学連携

担当や共創機構分室と連携した研究室訪問及び発明者ヒアリングを通じ

てシーズを発掘する。 

２．発掘したシーズから発明を抽出し単独出願すると共に、共創機構内の他

部署と連携して大学発ベンチャー創出、大型の国プロの採択、共同研究等

の技術移転シナリオを検討する。 

（２）技術移転活動の強化による知財収入の拡充 

１．本学が保有する知的財産を棚卸し、技術移転の観点から有望案件リスト

を整理する。 

２．有望案件リストに基づき、企業への技術移転及び大学発ベンチャー創出

を通じた技術移転活動を推進し、大学発ベンチャー支援の対価（ライセン

ス等）として株式・新株予約権の取得を図る。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 令和４年度計画（知的財産等のライセンス収入 5 億円）に対して、5 億 6900 万円を達成。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 3-2.： 社会課題から画期的な教育・研究成果を生み出す機能の強化 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 安定的な知財収入の確保に向けた取組を順調に進め、知的財産等のライセンス収入は当初の見込みを上回っている。 

【今後期待する点】 

 令和 5 年度の目標金額を達成するために、更なる技術移転活動の強化が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-1-③ 大学発ベンチャーの創出・育成 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

（１）プレ・インキュベーション支援のエコシステム構築による大学発ベンチャ

ーの継続的な創出・育成 

 各分室と連携し「技術移転支援グラント（新規）」と 「大学発新産業創出プ

ログラム」（KSAC-START事業）の公募を実施し、有望研究シーズの発掘

を行う。 

 下期からは、目的積立金繰越金による起業支援グラントを再開する。 

 令和 3 年度末終了の IB グラント案件に対し、早期の VB 設立および VC

からの資金調達を目指し、支援活動を継続する。 

（２）関西圏における連携ネットワークの構築による事業化促進と人材育成 

 起業人材バンク「ECP-KANSAI」の運用を開始し、関西圏の有望な大学

発 VB の経営人材の確保や成長支援に向けた取り組みを推進する。 

 関西圏の民間資金による起業支援ファンド「関西プレシードベンチャー支

援事業（仮称）」設立などにより、学生・OB/OG による社会課題解決型ベ

ンチャーも含めた、より広範かつ持続的な大学関連ベンチャー創出に向け

た環境整備を図る。 

（３）イノベーション人材輩出に向けたアントレプレナー教育の推進 

KSAC 参画機関や大阪大学ベンチャーキャピタル㈱、大阪大学発スター

トアップ経営者などと連携し、アントレプレナーシップ教育の質を高め

る。アントレプレナーシップ教育の対象を学生だけでなく若手研究者に

まで拡張する。学生や若手教員によるベンチャー設立や初期の資金調達

の支援を行うとともに、すでに資金調達を行ったベンチャーに関しても

次のステージに進むための支援を行う。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

（１） 「シーズ育成グラント」「起業支援グラント」を新規に制度設計し公募開始。シーズ育成グラントは 4 件採択、その他として「技術移転支援グラント」は３件採択、KSAC-START グラントは７件採択。令和４年度

の阪大発ベンチャー創成数は 10 社、総計 199 社となった。 

（２） CXO 人材紹介ベンチャーとの連携により起業人材探索の仕組みを構築（50 名以上の候補人材を確保）。合わせて、関西圏の起業人材バンク「ECP-KANSAI」との連携基盤を確立。また、民間企業からの資

金提供による起業支援ファンド「関西スタートアップインキュベーションプログラム「起動」」の募集を開始。 

（３） KSAC-START 内でのアントレプレナーシップ教育プログラムの共有を進め、24 大学で 30 講座の登録を完了。「行動経済学」や「町工場の DX 活用」をテーマにフィールドワークベースのアントレプレナーシ

ップ教育プログラムを開始。Innovators'Club では外部メンター活用により、学生ベンチャー（2 社）が資金調達に成功。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 課題解決に向けた分析ができており、改善に向けた対応が期待できる。 

 「シーズ育成グラント」「起業支援グラント」を新規に制度設計し公募を開始するなど、大学発ベンチャーの継続的な創出・育成に向けた取組を

行っている。 

【今後期待する点】 

 大学発ベンチャーの創出・育成に向けて、大学研究シーズの活用に積極的な企業の開拓と連携強化など様々な取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-2-① 社会のステークホルダーと協働した SDGs 実現のための基盤整備 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 本部 SDGs 推進委員会での検討事項の実装（令和４年度はデータベース

およびプロジェクト化のシステムの構築に取り組む） 

 部局での SDGs の取組状況を調査し、データベースを構築し、広報コンテ

ンツ等の充実を図るとともに、ウェブサイトのコンテンツ強化や広報媒体

での情報発信等による広報コンテンツ等の充実を図る。 

 産業界のみならず市民等、様々なステークホルダーが参画する共創型か

つ従来にない分野群が参画する横断型（理工情報系や医歯薬生命系の参

画）の SDGｓ関連プロジェクトの実施（2024 年度までに、SSI 等既存組

織による SDGs を意識した新規 8 件のプロジェクトの実施） 

 支援及び研究クラスター形成促進 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和９年度での目標達成に向け、ウェブサイトのコンテンツ強化を図り、前年比で約２倍のコンテンツ公開数を実現した。 

 関西 SDGs プラットフォーム大学分科会（事務局：大阪大学）において、2025 年の大阪・関西万博に向けた「万博大学連合イニシアティブ」の発足に対し中心的な役割を担い、様々なステークホルダーが大学と

ともにＳＤＧｓ活動を推進するための体制を整備した。 

 ウェブサイトにて、大阪大学における大阪・開催万博に向けた取組を紹介する特設ページを開設し、情報発信を開始した。 

 SDGs 万博と言われる大阪・関西万博に向け、産業界のみならず市民等、様々なステークホルダーが参画する「いのち会議」事業を各界に呼びかけて設立し、活動を開始した。SSI において教育、健康・医療、地

域コミュニティ、防災に関する新規プロジェクトを 4 件立ち上げた。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 3-3.： 附属病院における革新的医療の開発・提供と安定的経営 

 

 

 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 SDGs に関する広報コンテンツの充実に向けた活動が進められている。 

【今後期待する点】 

 やや広報活動に傾きが大きいので、実質的な SDGs に向けた活動を期待したい。また、「社会のステークホルダーと協働した」という点をどの

ように表現するのかを検討されたい。 

主要取組番号 主要取組 

3-2-② 新たな課題を社会から基礎研究に組織的にフィードバックする機能の確立と地域社会との共創による社会課題解決 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 包括連携協定等を締結している自治体（１１府市町）を中心に実フィールド

試行を通じて、地域課題から研究現場へフィードバックされたベストプラ

クティスを可能な限り数多く抽出する。具体的には、豊中市とは、豊中市

の担当課とのディスカッションを通じて豊中市の地域課題を収集し、ニー

ズ集として編集し研究者へのフィードバック情報として作成する。また、茨

木市とはこれまでの活動をさらに発展させ、自治体と地域住民と企業や

NPO などの様々なステークホルダーが参加するプラットフォームを構築

し、研究フィールドとして整備する。 

 これら具体的取り組みに加え、地域の活動をシンポジウム（年２回程度実

施）及びニーズ集等を通じて、本学教員及び各自治体等に広く周知し、自

治体、企業等との共創活動を促進し、地域課題の収集、分析、研究現場へ

のフィードバック機能を構築する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 包括連携協定等を締結している自治体を中心に実フィールド試行を通じて、地域課題から研究現場へフィードバックされたベストプラクティスを可能な限り数多く抽出した。 

 具体的には、自治体の担当課とディスカッションを通じて地域課題を収集し、研究者へのフィードバック情報として収集する。また、各自治体毎に自治体、地域住民、企業及び NPO 等、様々なステークホルダーが

参加するプラットフォームを構築し、研究フィールドとして整備した。これらの取り組みに加え、地域の活動を本学教員及び各自治体等に広く周知し、自治体、企業等との共創活動を促進し、地域課題の収集、分

析、研究現場へのフィードバック機能を構築した。 

 令和４年度の自治体等との共同研究及び受託研究の件数は 50 件であった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 自治体、企業等との共創活動を促進し、地域課題の収集、分析、研究現場へのフィードバック機能を構築している。 

【今後期待する点】 

 計画記載の自治体に加え、連携協定等を締結しているほか自治体での横展開等の取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-3-①-1 社会との接点である附属病院の機能を活かした先進的医療の開発・導入 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 e-learning の提供、講習会・セミナーの実施及びその検証を行う。 

 RWD 利活用に向けた仕組みづくりのため、未来医療開発部データセンタ

ー、医療情報部、メディカルデータサイエンス研究拠点でワーキンググルー

プを発足する。製薬企業とも協議を行いながら、企業が RWD の利活用に

求めるニーズを掘り起こし、仕組みづくりの方向性を定めるとともに、デ

ータカタログの作成・整備に着手する。 

 これらの取組実施に向け、外部資金への応募、必要な予算要求等を行う。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 e-learning の提供等を計画どおり実施した。また、臨床研究に関する e-learning（CROCO)を用いて、臨床研究等を実施する研究者等を対象に開催している「臨床研究講習会」について、研究者からの多数

の要望を受け、利便性向上のため受講期間を長くする試みを行った（令和３年度は３月１日より 1 ヶ月間、令和４年度は１２月２６日より約 3 ヶ月間開催）。 

 昨年度より進めてきた e-learning（CROCO)のコンテンツ英語版の作成が完了し、令和５年１月３１日より公開している。 

 RWD について、未来医療開発部データセンター及び医療情報部でワーキンググループを発足し、製薬企業からのニーズ調査のほか、OCR-net（大阪臨床研究ネットワーク）参画病院も交えた、企業との共同研

究を進めている。データカタログの作成・整備にも着手している。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 RWD について、他の医療データベースと比較して、対象や項目等、付加価値のあるデータ提供が可能となっている。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 RWD 利活用に向けたワーキンググループを立ち上げ、企業が RWD の利活用に求めるニーズを調査するなどの取組を積極的に行っている。 

【今後期待する点】 

 臨床研究の人材育成に向けて、引き続き、e-learning の提供、講習会・セミナーの実施を推進することが期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

主要取組番号 主要取組 

3-3-①-2 社会との接点である附属病院の機能を活かした先進的医療の開発・導入 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

Ⅰ:患者ポータル開発（マイナポータル API 準拠、社会保障・障害保健福祉情

報のマイナポータル API 経由取得）、院内体制の整備（予約センターを設

け、予約変更業務等を集約・稼働） 

Ⅱ：歯科再生・再建医療拠点形成を構築（支援体制の構築、臨床研究・試験の

活性化、診療科横断的にプロジェクトを支援） 

Ⅲ：計画を達成している：オーラル DX チェアユニット開発（学習用ケース、

Dr 数・症例数）、オーラルデータサイエンス教育プログラム構築 

Ⅳ：計画を上回って達成している：バイオリソースプラットフォーム拠点の基

盤形成へ向け、患者バイオリソースの集積・連結・解析環境の構築、３D デ

ンタルデータベースの拠点の構築、データ主導型研究を推進する人材の

育成、バイオリソース：検体登録数、登録研究数 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

Ⅰ:患者ポータル開発については、オンライン資格確認システムを 3 台導入し、マイナンバーカードを健康保険証として利用可能な仕組みの構築を行い、災害時における患者緊急連絡サービスで用いられているシ

ョート・メッセージ・サービス（SMS）の拡充などを行った。院内体制の整備については、予約センターの設置、予約変更業務、新規予約などは現在、トライアル中である。 

Ⅱ：新規歯周組織再生療法の開発を中心として、診療科横断的なプロジェクトを含む臨床研究の活性化が達成された。 

Ⅲ：計画を達成している・令和９年度の KPI 達成に向け、産学連携によるオーラル DX チェアユニットの基盤となる AI の開発を推進しているが、当該連携企業と新たに２カ年の契約延長を締結した。 

社会実装の一環として、新たに一般歯科総合診療センターに 3 台のオーラル DX チェアユニットを導入し、研修医等の実診療のデータ収集を開始した。今後、収集されたデータを基に AI の開発を加速させるこ

とができる見通しがついた。 

Ⅳ：計画を上回って達成している・AI による顎顔面の CT 画像の基準点の自動抽出技術を開発した（特許申請済み）。また、これによって集積した CT 画像によるデータ主導型研究が進められた。バイオリソースを

集積するための、プラットフォームの標準化について議論が進められた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

Ⅱ：本学歯病発の「自己脂肪組織由来幹細胞移植による歯周組織再生療法」開発に向けて作成した臨床研究実施計画書が、特定認定再生医療等委員会より「適切」と判断され、橋渡し研究実施への準備が推進され

た。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 臨床研究実施計画書が、特定認定再生医療等委員会より「適切」と判断されたことにより、本学歯病発の先進的医療開発に向けた取組が行わ

れている。 

【今後期待する点】 

 患者ポータルの開発や予約センターの稼働など、患者支援のさらなる充実に向けた取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-3-②-1 附属病院の経営への本部の協力の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 経営基盤の強化：引き続き新型コロナウイルス対応に取り組みながら稼働

率の向上及び ICU の体制強化を図る 
Ⅱ：計画を一部達成していない 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 コロナ禍で、かつ感染者や濃厚接触者数が増える中でも、前年度より稼働率は向上している。また、ＩＣＵにおける早期栄養介入加算の算定を開始した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 コロナ禍で、かつ感染者や濃厚接触者数が増える中でも、前年度より稼働率は向上している。 

【今後期待する点】 

 入院患者の受け入れ態勢の強化のため病棟再編及び患者包括サポートセンターの機能向上により、引き続き稼働率の向上を図ることが期待

される。 

主要取組番号 主要取組 

3-3-②-2 附属病院の経営への本部の協力の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 臓器移植関係手当の創設（令和３年度から要望中） 

 専門、認定、特定看護師手当の創設（令和３年度から要望中） 
Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 臓器移植関係手当の創設については、計画していた創設要望が認められて「臓器移植派遣手当」が新設され、令和 5 年 1 月から手当が支給されることとなった。 

 専門、認定、特定看護師手当の創設については、計画していた創設要望が認められて「専門看護師等手当」が新設され、令和 5 年 1 月から手当が支給されることとなった。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

 

 

 計画には記載していなかった「看護職員等臨時調整手当」の支給額改定（増額）について、要望が認められ令和 4 年 10 月から実現することができた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 看護職員等臨時調整手当」の支給額改定（増額）について認められたことは評価できる。 

【今後期待する点】 

 病院で働く人たちが働く喜びを感じられる制度設計の実現に向けて、関係各所と引き続き調整を進めることが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-3-②-3 附属病院の経営への本部の協力の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 医師労働時間短縮計画の素案作成 

 労使協定の締結（時間外労働の上限時間数の変更） 

 勤怠管理システム（Dr.Joy）の本格導入 

 医師事務作業補助者、看護補助者等の増員 

 特定行為研修の推進 

 病院事務部の強化（再開発推進、教育研究支援等のポスト配置） 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 医師労働時間短縮計画の素案となる令和 5 年度末までの医師労働時間短縮計画について、院内に設置した医師の働き方改革ワーキンググループで審議して作成し、同年 8 月から地域医療体制確保加算の診

療報酬算定を開始した。 

 労使協定の締結（時間外労働の上限時間数の変更）については、計画していた変更締結要望が認められて、令和 4 年 12 月 1 日付けで上限時間数が変更となる労使協定が締結された。 

 勤怠管理システム（Dr.Joy）の本格導入については、令和 4 年 12 月から紙ベースによる勤務時間管理との並行運用を経て、本格導入を開始した。 

 医師事務作業補助者、看護補助者等の増員については、医師 6 名、麻酔看護師 1 名、看護補助者 3 名の増員を行った。医師事務作業補助者については、増員に努めているものの雇用者の入れ替わりが激しく現

状維持の状態となっているが、公募を精力的に行っており応募者が増加傾向にあるため早期に増員となる見込である。 

 特定行為研修の推進については、令和 3 年度特定行為研修修了者のうち手順書による特定行為の単独実践を行う看護師 2 名の認定を行うとともに、5 名から単独実践認定に向けての新規実践の申し出を受

け付けた。 

 病院事務部の強化（再開発推進、教育研究支援等のポスト配置）については、計画していた強化要望が部分的に認められ、令和 5 年 4 月から再開発企画整備室の室長ポスト、同室調達係長ポスト及び同室調達

係主任・係員ポスト並びに教育研究支援課の課長補佐ポストが配置されることとなった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 課題解決に向けた分析ができており、改善に向けた対応が期待できる。 

【今後期待する点】 

 医師の働き方改革について、引き続き推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-3-②-4 附属病院の経営への本部の協力の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

◆安定的な病院収入の確保 

収入を増加し、支出を減少させることで安定的な病院収入の確保 

◆病院再開発の企画・立案 

将来構想・再開発コンセプトの策定（WG の設置・アンケート実施等） 

◆医療機器の計画的な更新 

高額かつ大型の機器設備について計画的な更新を実施 

◆働き方改革に対応した取り組み 

多様な働き方の推進 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 病院収入については、新型コロナウイルス感染症、第 7 波、第 8 波の影響があったものの、昨年度なみの収入を確保した。 

 病院再開発に企画・立案については、令和 3 年度に歯学部附属病院将来計画検討委員会のもとに立ち上げたワーキンググループで行った歯学部附属病院再開発に関するアンケートの取りまとめを行い、将来計

画のコンセプトについて検討を行った。 

 医療機器の更新については、財政投融資の活用により、CT・MRI 装置の更新(396,000 千円)を実施したことに加えて、エネルギー価格高騰の状況においても、必要な医療機器について、計画的な更新・整備

を実施した。 

 出産・育児等と歯科医師の業務を両立し、キャリア形成できるよう短時間勤務制(週 16 時間勤務)を平成 28 年度より試行的に導入し、令和 4 年度から本格的に導入した。令和 4 年度は同制度により 42 名を

雇用した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 課題解決に向けた分析ができており、改善に向けた対応が期待できる。 

【今後期待する点】 

 病院再開発について、本部連携を密にして、計画達成に向けた取組を確実に進めていくことが期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

重点戦略 3-4. 大学の戦略に基づいた最適な資源配分スキームの構築と部局を後押しする活動支援 

 

 

 

 

主要取組番号 主要取組 

3-4-① 組織点検・評価スキームの構築・高度化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 前年度実施の全学組織等点検を経た組織の機能や編成の見直し状況を経

営陣で振り返り。（5 月中） 

 活動年度の半期終了後の進捗確認（10月〜12月）及び次年度の計画の再

確認と、必要に応じた改善・軌道修正 

 全学的な支援機能を有する組織の点検制度について検証・改善案の検討 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和３年度に実施した組織点検における各組織の計画実行状況及び計画の進捗状況等について課題が見出された「要フォローアップ組織（8 組織）」の状況と今後の見通しについて、経営陣、関係事務部が参画

する総括理事調整において確認を行った（令和４年５月）。 

 令和４年度半期終了後の進捗状況確認を実施し、今後の改善事項等について令和５年３月に各組織へのフィードバックを行った。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 全学組織等点検結果を受けた各対象組織の取組計画の実行により、低温センターと科学機器リノベーション・工作支援センターとの統合によるコアファシリティ機構の設置、総合学術博物館、適塾記念センター、

アーカイブズといった学内のミュージアム組織を統括するミュージアム・リンクスの設置等、組織の最適化が進展した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 全学組織等点検結果を受けた各対象組織の取組計画の実行により、コアファシリティ機構の設置やミュージアム・リンクスの設置等、組織の最

適化が進展している。 

【今後期待する点】 

 組織の点検制度の在り方を総合的に検討し、今後の大学全体の事業推進の動向を踏まえた、組織の最適化に向けた進展が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-4-② 多様な財源を活用した資源配分機能の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 目的積立金を含む多様な財源を活用した総長裁量経費による重点投資を

実施する。予算額は 39 億円を確保する。 

 各部局の強み・特色を伸長させるために部局が提案する事業として、OU

マスタープラン実現加速事業の審査を行い、令和 5 年度から開始する事

業の審査を実施する。 

 ポストとコストの一体的な管理方法・配分方法について検討する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和４年度の計画のとおり、総長裁量経費による重点投資を実施するために、３９億円の予算を確保した。 

 令和４年度の計画のとおり、各部局の強み・特色を伸長させるための新たな資源配分として、OU マスタープラン実現加速事業を構築した。令和５年度の公募を行ったところ３４件の申請があり、審査の結果、１３

件を採択した。 

（種目別の採択件数は以下のとおり） 

活性化 A：５件 

活性化 B：３件 

活性化 C：２件 

重点推進：３件 

 財務会計システムと人事給与システムの連携方法を検討し、７月より財務会計システムの項目（プロジェクトコード等）を人事給与システムに登録することを開始した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 各部局の強み・特色を伸長させるため、新たに構築した OU マスタープラン実現加速事業を適切に実施している。 

 財務会計システムと人事給与システムを連携させ、財務会計システムの項目を人事給与システムに登録することを開始している。 

【今後期待する点】 

 OU マスタープラン実現加速事業について、必要に応じて見直し、資源配分機能を強化することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-4-③ 固定資産の全学的マネジメントの強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 土地の利用計画・有効活用方策の策定に向けて、課外活動用地（テニスコ

ート等）や講義室等の共用施設を中心とした土地・建物等の現況調査を行

う。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 3-5. 大学の戦略を実現する財務基盤の強化 

 学寮及び教職員宿舎の土地、建物等の現況調査及び分析に着手する。 

 固定資産台帳のデータを基にした分析に着手し、教育、研究、医基盤設備

の更新計画を策定するための基本的な考え方を定める。また、教育にかか

る老朽化の著しい共有設備の抽出について、優先して取り組む。 

【自己評定の理由】 

 共用施設現況調査の一環として、豊中キャンパスの講義室について使用実態の確認を行った。 

 土地の利用計画策定に関連する事項として、キャンパス内駐車スペースについて、ワーキンググループを設置し、駐車スペースの現況調査を実施のうえ検討を重ね、今後の駐車スペースに対する方向性を取り纏

めた。 

 吹田キャンパスの活用可能性について検討を開始し、特に吹田キャンパス南側の課外活動施設が集中するエリアについては、民間企業による事業協力の可能性についても模索した。 

 令和６年度までの学寮及び教職員宿舎の更新計画策定に向けて、PFI の導入に係るアドバイザリー業務委託の準備を進めた。 

 現況調査及び業務分析の結果、判明した課題への対応として以下のことを実施した。 

1 利用者の利便性の向上及び業務の効率化のため、短期宿泊施設の予約管理システムの導入を進めた。 

2 ハウジング施設の利用者の利便性向上及び稼働率向上のため、一部施設の利用対象者拡大を検討し、規程の改正及び整備を進めた。 

3 ハウジング施設の運営に係る光熱費及び人件費等の価格上昇に対応し、利用料金等の見直しを行った。 

4 学寮の入退寮者や入金状況の情報を一元管理できる仕組を構築し、管理体制の強化を図った。 

 固定資産台帳のデータ分析を行ったうえで、「教育、研究、医療基盤設備更新計画」についての基本的な考え方を定めた。また、ワーキンググループを設置して具体的な更新計画の策定に向けた議論を開始した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 固定資産の全学的マネジメントの強化の実現のため、資産決算課資産管理係とハウジング課を統合し資産管理課を設置した。本部事務機構の各課が管理する土地・建物の維持管理業務の一元化について、令和

５年 4 月から順次、業務を集約するため、関係部署と調整を進めた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 固定資産の全学的マネジメント強化の実現に向けて、本部内の事務組織の改組を実施している。 

【今後期待する点】 

 全学的に積極的に取り組み、多くの今後の課題が浮き彫りになっている。それらを解決するためにさらに一層積極的な取組を期待する。 

主要取組番号 主要取組 

3-4-④ 大学の戦略に基づいた人員の適切な確保 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 財務会計システムと人事給与システムの連携方法を検討し、６月頃を目途

に雇用財源情報などの連携を開始 

 総人件費の見える化を実現するにあたっての現状把握、分析に基づく課

題及び方向性の明確化 

 新たな人員管理方法の検討、策定 

 ポストとコストの一体的な管理方法・配分方法について検討 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 財務会計システムと人事給与システムの連携方法を検討し、7 月から財務会計項目を人事給与システムへ登録することを開始した。 

 人員管理の方法として、現行の教員ポストによる管理方法を見直し、ポイント制の導入に向けた検討を行っている。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 人員管理の方法として、現行の教員ポストによる管理方法を見直し、ポイント制の導入に向けた検討を進めている。 

【今後期待する点】 

 人員管理の方法としてのポイント制の導入に向けた検討を引き続き進めることが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-5-① 中期財政計画の策定 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 ＯＵアクションプランの策定に合わせてＯＵマスタープラン事業費の再調

査を実施し、ＯＵマスタープランに係る第４期中期目標期間収支見込を算

定する。 

 合わせて、病院改修、人事施策等に係る資金需要と、運営費交付金、大学

債、附属病院収入等の収入見通しを勘案し、第４期中期目標期間における

中期財政計画を立案する。 

 作成した財政計画の令和５年度予算編成における活用方法を検討する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和４年度 OU アクションプランの作成時に同プランに係る予算・所要見込額調を実施し、OU マスタープラン所要額と予算額の比較資料を作成した。 

 第４期中期目標期間における中期財政計画を作成した。 

 令和５年度予算の編成と並行して財政計画の作成を進めることとし、収入支出の事項や算定方法を統一することで相互に参照可能な計画とした。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 令和５年度予算の編成と並行して財政計画の作成を進めることとし、収入支出の事項や算定方法を統一することで相互に参照可能な計画と

している。 

【今後期待する点】 

 有用な財政計画とするために、常に最新の情報を収集し、計画を更新し続けることが期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

 

主要取組番号 主要取組 

3-5-② 教育研究活動を支える財源の確保 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 集約化された外部資金情報の活用方法を検討する。 

 雑収入の既存単価の見直しを検討する。 

 資金運用の運用金額を増額するとともに、運用方針で定める目標収益率

を達成するため、必要に応じて基本ポートフォリオの見直しを行う。 

 大学債発行による資金調達を実施し、大学債を充当する事業の選定に着

手する。 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 集約化された外部資金情報と学内のシステムを連携することにより、研究者へ公募情報を積極的に提供する仕組みを検討した。 

 令和 4 年度に単価見直し対象としたオープンラボ利用料などについて、現状のコストに見合う単価の見直しを実施することができた。 

 資金運用の運用金額を５０億円増額し、運用方針で定める目標収益率を達成するため、基本ポートフォリオの見直しを行った。 

 大学債の発行により 300 億円の資金調達を実施した。また、大学債を充当する事業についても選定を完了させた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 大学債を充当する事業について選定を完了させるなど当初の計画を前倒しで達成しており、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 教育研究活動を支える財源を確保するため、様々な問題点について検討いただき、適切な対応を実施することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-5-③ 教育研究コストの見える化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 部局の財務情報（収入と支出）の整理・分析方法の検討及び実施。 

 「統合報告書」を令和 4 年度中に発行並びに今後の報告会に関する検討。 

 大学債発行に伴うサステナビリティボンドフレームワークに沿ったレポー

ティングへの対応など。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 部局運営方針等ヒアリングの資料のため、経営企画オフィスと協力し、部局支出データの整理・分析を行った。 

 令和 4 年 11 月に統合報告書を発行した。 

 令和 5 年 3 月にサステナビリティボンドフレームワークに沿ったレポーティングを行った。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 ステークホルダーの皆様との対話をより促進するため、これまで発行してきた財務レポートに代えて、国際統合報告評議会が定める国際統合報告フレームワークに沿った統合報告書を発行することができた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 ステークホルダーの皆様との対話をより促進するため、国際統合報告評議会が定める国際統合報告フレームワークに沿った統合報告書を発

行している。 

【今後期待する点】 

 大学として活動実態を示すに適した指標の検討を進め、教育研究コストの見える化を実現することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-5-④ 未来基金の拡大 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

（１） 卒業生・保護者・企業、地域等のステークホルダー別アプローチの強化

による寄附金増 

寄附金管理システムの導入と業務フローの見直し（他部署との業務分担

変更を含む）による効率化、寄付者向け媒体の見直しによるアプローチ

強化を行う。また、ファンドレーザー1 名の追加を行い活動強化する。こ

のことにより、未来基金の拡大に向けて、卒業生を中心に、企業、地域

社会への働きかけも含め、共創機構を中心に各部局等と連携した募金

活動を強化する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

（１） 卒業生・保護者・企業、地域等のステークホルダー別アプローチの強化による寄附金増 

未来基金ホームページと寄附受付・管理システムを一元的に運用できるよう改修を行うとともに、入金から領収書発行までの期間を短縮しサービス向上につなげた。ホームページの新着情報の更新頻度高

め、システムから得られる高額寄附者に対して未来基金活動報告書等を送付することで、寄附者に対するアプローチ強化を行った。また、ファンドレーザーを 1 名増員し部局連携や地域住民と関係構築の強化



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 3-6. ガバナンス体制の強化とコンプライアンス遵守・リスク管理の徹底 

 

 

（２） 卒業生(元教職員を含む)との持続的関係構築と卒業生間のコミュニテ

ィ醸成 

重層的な卒業生コミュニティを醸成し、大学と卒業生、さらには卒業生

間のつながりを構築する。 

具体的には、部局同窓会だけでなく、学科・専攻、地域等の同窓会との

連携を強化する等、国内外の卒業生ネットワークの維持・拡大を進める

とともに、コンタクト可能な卒業生等を増やし、未来基金をはじめとした

本学に関する情報発信を積極的に行う。このためデータベースの本格

運用とこれと連携したマイハンダイアプリ（卒業生版）の試行を開始し、

その効果（業務効率化と、卒業生へのアプローチ）を検討する。 

を行った他、ステークホルダー以外の篤志家との関係構築、課外活動団体への寄附イベントの開催による寄附獲得増大につながった。これらの取組により令和 4 年度は 4.8 億円（助成金 30.0 億円を除く）

の寄附金を獲得し、未来基金累計受入額は 122.9 億円（助成金 58.3 億円を除く）となった。 

（２） 卒業生(元教職員を含む)との持続的関係構築と卒業生間のコミュニティ醸成 

会費の支払いに関わらず卒業生を正会員とする改訂を行った大阪大学同窓会連合会との間で、連携協力を強化する覚書を締結した。また、卒後 5，10，20 周年の卒業生を対象としたオンライン交流会では、

国内外の様々な地域・出身学部からの参加があった他、継続して配布している卒業生向けの生涯メールアドレスを活用して毎月配信するメールマガジンにより、未来基金をはじめとした本学の情報発信を行っ

た。これらの取組により令和 4 年度、コンタクト可能な卒業生等の数は 5,546 人増加し、総計 55,314 人となった。 

新たに構築した卒業生 DB・マイハンダイアプリ（卒業生版）では、卒業生の情報管理・アクセスを可能とするシステムを構築するとともに、卒業生情報管理業務の効率的運用を踏まえたシステム改訂を行い、卒

業生に対して試行を開始した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 卒業生・保護者・企業、地域等のステークホルダー別アプローチの強化による寄附金増や卒業生等との持続的関係構築と卒業生間のコミュニ

ティ醸成が進んでいる。 

【今後期待する点】 

 今後、不連続な寄附金の増額に繋がる抜本的な仕組みの改革に期待する。 

主要取組番号 主要取組 

3-6-①-1 持続的成長のための自律的経営に向けた運営・事務体制の強化及び質保証システム等の整備・充実 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 令和 5 年度以降の、執行部のサポート体制強化のための具体的な方針及

び整備計画の策定（※令和 3 年度に先行して、企画部質保証推進課を創

設） 

 総長・統括理事の活動支援体制強化（※令和３年度に先行して、総務部秘

書課の創設、企画部経営デザイン課の機能・人員強化） 

 戦略会議の権限・機能の見直し（※令和３年度に先行して、総長裁量ポスト

の戦略会議での運用等を開始） 

 情報共有の最適化を図る仕組みの検討・構築（※先行して総長及び執行部

が部局との懇談会、総長と学生との対話、統括理事による部局長訪問な

どを実施中） 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和５年３月に策定した「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」の中で、全学的な見地から、経営課題の把握、分析及び解決策の企画立案を担い、執行部の意思決定を強力にサポートする教職協

働による組織等を新たに整備する方向付けを行った。 

 本学の取組・戦略について迅速かつ効果的な広報活動を行うために、令和５年４月に企画部広報課の機能拡充及び人員の増強を行った。 

 戦略会議の権限・機能の更なる拡充に向けて令和３年度に引き続き戦略機構単位で総長裁量ポストの配分・調整の実施や、横断的な大学院プログラムの検討を行った（「人文社会科学系オナー大学院プログラ

ム」の創設準備）。 

 学内情報共有を図る活動として、以下を実施した。 

 総長や関係理事が各部局を訪問し、意見交換をすることで部局の課題を共有し、本学の今後の方向性を共に考えていくための「部局との懇談会」を 11 回（11 部局）開催 

 総長自らが大阪大学の動きを構成員に伝える「総長メールマガジン『大阪大学の今とこれから』」を 12 回発信 

 「総長と学生との対話会」を 8 回開催、2 名の統括理事による部局長訪問を実施 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」において、全学的な見地から、経営課題の把握、分析及び解決策の企画立案を担い、

執行部の意思決定を強力にサポートする教職協働による組織等を新たに整備する方向付けを行っている。 

【今後期待する点】 

 今後、「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」を実行に移すためのさらなる取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-6-①-2 持続的成長のための自律的経営に向けた運営・事務体制の強化及び質保証システム等の整備・充実 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 令和５年度からの実施に向けて、まずは本学の質保証の考え方・基本方針

を明確にし、学内外に発信する。 

 基本方針に沿った外部（ステークホルダ）とのつながりを持った学内の体

制を構築し、外部の意見等を汲み入れた自己点検・評価から改善を実行す

ることができる好循環の仕組み（エコシステム）を策定する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 本学における内部質保証の考え方を示す基本方針を定め、各分野の質保証に対する責任の所在を明確にするとともに、当基本方針を学内構成員に周知し、学外ステークホルダに向けてＨＰ上で公表した。 

 ＯＵマスタープラン２０２７のもと、主要取組ごと、また部局ごとで策定するアクションプランについて、自己点検・評価の仕組を整備し、各組織が自律的にＰＤＣＡサイクルを回すことができる体制を構築した。 

 外部（ステークホルダ）とのつながりを把握するため、学内全組織の第三者評価・外部評価の受審状況、及びステークホルダからの意見収集の取組を調査し、評価・意見の内容を大学として把握するとともに、そ

の対応状況をモニタリングすることで、学内諸活動の着実な改善・改革に繋げる仕組を策定した。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

 

 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 「内部質保証の考え方を示す基本方針」を定めることにより、持続的成長のための自律的経営に向けた運営・事務体制の強化を推進している。 

【今後期待する点】 

 今後、「内部質保証の考え方を示す基本方針」を実質化するためのさらなる取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-6-② 安全管理体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 安全衛生教育に係る講習内容の充実化を検討するとともに、オンライン配

信を積極的に活用する 

 安否確認システムの令和５年度導入に向けて、システム設計等の検討を行

う 

 災害時に必要となる備蓄の整備計画策定に向けて、キャンパスごとに発

生が想定される帰宅困難者数を見直す 

 災害時に適切な初動がとれるように、現状の防災マニュアルの課題を洗

い出す 

 防犯カメラの新規設置を行うとともに、中長期的な観点での防犯効果を

踏まえ、現在の設置方針の見直しを含めた検討を行う 

 卒煙支援ブースを適切に維持管理するとともに、スモークフリーキャンパ

スに向けた禁煙教育、啓発活動の計画を策定する 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 安全衛生管理部が主催するすべての講習会・説明会でオンライン配信（ライブ又はオンデマンド）を実施し、希望者が受講しやすい環境を整えた。また、講習会単位でコンテンツの充実や参加方法の多様化等を検

討した。 

 既存システムの問題点を抽出し、それらを解消できるシステムの選定や導入に向けての検討を予定通り進めることができ、令和５年度前期に運用開始を予定している。 

 キャンパスごとの帰宅困難者数の想定を見直した。その過程で、帰宅困難者が発生した場合の本部と部局の運用上の課題が明確になったため、当該課題解決に向けて検討を進めることとした。 

 アクションの具体化が必要と思われる防災マニュアル上の課題を数点リストアップした。マニュアルのブラッシュアップを図るため、課題抽出に関しては、令和５年度も継続して実施することとした。 

 計画どおり、防犯カメラの新規設置を完了した。また、検討の結果、防犯カメラについては、過去に本学で発生した事件・事故データに基づき、キャンパスの防犯機能の強化に資する箇所への設置を基本としつ

つ、多様化する犯罪への対策等、変容する社会状況に合わせて柔軟に設置していくこととした。 

 受動喫煙防止のため設置している卒煙支援ブースの装置メンテナンス・清掃を実施した。また、スモークフリーキャンパスの実現に向けて、キャンパスライフ健康支援・相談センターと協力し、新入教職員対象の安

全衛生講習会を通じて啓発活動を展開していく計画を策定した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 新入教職員を対象とした安全衛生講習会について、オンライン配信メニューを充実させ、希望者が受講しやすい環境を整えた結果、令和 3 年度比 2.5 倍となる 482 名が受講した。この結果から、より多くの新

入教職員が本学の安全管理体制を早い時期に知ることができたと言える。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 新入教職員を対象とした安全衛生講習会について、オンライン配信メニューを充実させ、令和 3 年度比 2.5 倍の受講増となっている。 

【今後期待する点】 

 安全管理体制の強化に向けて、「有事に動ける体制の整備」を最優先事項として、本部と部局における備蓄・避難場所の整備に関する課題を抽

出し、運用の改善に繋げることが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-6-③ ハラスメント防止の全学徹底 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 令和３年１１月に発足したキャンパスライフ健康支援・相談センターの二部

門一室（保健管理部門・相談支援部門・ハラスメント相談室）間の連携を更

に強化し、メンタルヘルスが関わるようなハラスメント事案について、一体

となって解決に取り組む。 

 e-ラーニングを用いたハラスメント防止に関する研修を実施し、受講率１

００％を目指し、教職員へ受講の周知を図る。 

 管理者向けにハラスメント防止に関する研修会を開催する。また部局に対

し、ハラスメント防止に関する研修会の開催を呼びかけ、部局とハラスメ

ント相談室との連携により、意識啓発を図る。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 キャンパスライフ健康支援・相談センター（保健管理部門・相談支援部門）で毎月実施していたメンタルヘルスミーティングに、ハラスメント相談室教員も参画し、相談事案の検討や情報共有を行った。 

 e-ラーニングによるハラスメント防止に関する研修の受講率は９６％という結果となった。 

 意識啓発の取組として、ハラスメント相談室からの講師派遣による部局でのハラスメント研修会を 19 回、教育研究評議会及び事務協議会の構成員に対する管理職向け研修を各１回、全学及び部局相談員等向

け研修会を 2 回、人権問題委員会との共催による外部講師によるハラスメント防止に関する研修会を１回実施した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 ハラスメント防止の全学徹底に向けて研修を推進し、e-ラーニングによるハラスメント防止に関する研修は高い受講率となっている。 

【今後期待する点】 

 ハラスメント案件への早期対応等を図るため、各部局とハラスメント相談室との連携強化を進めることが期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 3-7. 先進的な戦略・取組の実行を担う事務組織の高度化 

 

 

主要取組番号 主要取組 

3-6-④ コンプライアンス遵守・リスク管理体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

<法務体制の強化> 

 法務室の相談体制強化のための試行的取組みの実施 

<コンプライアンス体制（学外通報制度を含む）の強化> 

 「内部統制のための法務機能の強化・コンプライアンス体制の強化に関す

る基本方針」（仮称）の策定 

 当該基本方針の検討を踏まえつつ、①具体的な事務組織の整備等に関す

る検討・準備を行うとともに、②学外通報制度の在り方について検討を行

う。 

<ガバナンス・コードへの対応> 

 ガバナンス・コードの適合状況の検証、更新 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

<法務体制の強化> 

 知的財産・著作権等に関する法務相談への専門的な助言の強化を目的に、知的基盤総合センター所属の弁護士又は弁理士資格を持つ教員を協力弁護士として委嘱する法務相談体制の強化を行った。 

 また、部局長会議で上記法務相談体制の強化を周知する等、法務室及びそこで提供されるサービスの周知に努めた。その結果、今年度の法務相談件数は過去最多の６１件に達した（３月 15 日現在：令和 3 年度

実績 44 件）。 

<コンプライアンス体制の強化> 

 「法務及びコンプライアンス体制の機能強化に関する基本方針」を策定した。 

 上記基本方針の検討及び事務組織の整備等に関する検討・準備のため、旧七帝大及び筑波大を対象として、「法務・コンプライアンス体制に関するアンケート」を実施した。 

 コンプライアンス事案についての情報集約を行い、対応が必要なコンプライアンス事案について遅滞・遺漏なく把握することを目的に、コンプライアンス事案に関する報告・対応の流れを整理した。 

<ガバナンス・コードへの対応> 

 令和 3 年度に経営協議会及び監事から指摘のあった事項や今年度から改訂された事項を重点項目として設定のうえ、あらためて全原則の適合状況について検証し、進捗のあった取組について更新を行った。 

 上記検証及び更新の結果については、令和 4 年度第 2 回経営協議会（令和 4 年 9 月 6 日開催）等で、経営協議会及び監事に説明し、昨年度に引き続き全原則に適合していることを確認した。 

 また、適合状況の確認の際に更なる改善点として指摘された事項については、来年度の検証に向けて対応方針を示しながらこれに取り組むなど、ガバナンス強化のためのサイクルを構築している。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 「法務及びコンプライアンス体制の機能強化に関する基本方針」を策定するとともに、法務室の体制強化も図るなど、法務及びコンプライアン

ス体制の機能強化を推進している。 

【今後期待する点】 

 法務室について、相談機能の強化等を引き続き検討し、必要に応じて体制整備を行うとともに、法務室及びそこで提供されるサービスの周知

を継続して実施することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-7-① 事務組織体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 複雑化・高度化する課題に対応するために事務組織に求められる機能、適

正な規模及び配置を含む事務組織体制の在り方について整理した「事務

組織体制の強化に関する基本方針（案）」に基づき、中長期的見通しを立て

順次実行する。 

 事務組織再編（※10 月を目途に総務部人事課の改組を予定） 

＜以下、3－6－①執行部のサポート体制強化の再掲＞ 

 令和 5 年度以降の、執行部のサポート体制強化のための具体的な方針及

び整備計画の策定（※令和 3 年度に先行して、企画部質保証推進課を創

設） 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和５年３月に本学の将来構想を踏まえた「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」を策定し、以下に掲げる今後の取組の方向付けを行った。 

（１）高度な人材の獲得及び育成（キャリアパスの構築を含む）に向けた総合的人事制度改革 

（２）大学の戦略に即した事務組織体制の高度化 

（３）事務組織の体制強化に向けた効果的な資源配分 

（４）業務の効率化及び生産性向上 

 人事業務の企画力強化や重要事業の推進に資する再編を行った。 

 総務部人事課を再編 

 事務職員の採用・育成・配置を総合的かつ専門的に実施できる体制を令和 4 年 10 月に構築（キャリアデザイン班を新設）した。また、複数の係で横断的に実施していた定型的・運用的な業務を適切に集約、効率

化を図ることを目的に、令和 5 年 2 月に運用班を新設するとともに、人事関係システムを集約的に管理し、人事業務のシステム化・オンライン化をより一層推進するための体制を構築した。 

 大型の教育研究プロジェクトの推進のため、先端モダリティ・DDS 研究センター及びヒューマン・メタバース疾患研究拠点の運営をサポートする体制・人員を整備した。 

＜以下、3－6－①執行部のサポート体制強化の再掲＞ 

 本学の取組・戦略について迅速かつ効果的な広報活動を行うために、令和５年４月に企画部広報課の機能拡充及び人員の増強を行った。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 本学の将来構想を踏まえた「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」を策定するなどにより、事務組織体制の強化に向けた取組

を推進している。 

【今後期待する点】 

 今後、「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」を実行に移すために、事務組織間の部署融合による協働など、さらなる取組が

期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 3-8. 安全かつ快適で持続可能なキャンパスの整備促進 

主要取組番号 主要取組 

3-7-② 事務職員の戦略的な採用・育成・配置 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 平成 30 年度に制定した人事異動方針を見直し、専門職への異動、採用計

画等の方針を具体化する。それとともに、専門職として活用し得るポスト

を少なくとも５ポスト選定し、当該ポストを戦略的に活用する。また、人事

課を改組し、課内にキャリア担当の職を設け、採用、研修、人事異動、登用

試験、評価など一体的に対応していく。特に、国際人材の養成の研修を充

実させ、主任登用試験の見直し、課長補佐登用試験の新設により、挑戦的

な人材登用システムを構築する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 人事異動方針の見直しを行い、専門職への異動等の方針を具体化した。 

 専門職ポストとして 5 ポストを設定し係長級の職員を配置した。 

 人事課を改組し、キャリアデザイン班を設置して、キャリア担当の職を設けることにより、採用、研修、人事異動、登用試験、評価など一体的に対応する体制を構築した。 

 国際人材養成のため、英語研修、事務職員グローバル化推進プログラム（オンライン授業聴講、セミナー）、ＴＯＥＩＣテスト等、複数の研修等を実施した。 

 主任登用試験において、勤務評価を選考項目に取り入れるよう見直し、課長補佐登用試験を新設して、管理職層へのキャリアのプロセスを明確化するよう人材登用システムを構築した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 人事異動方針の見直しを行い、専門職への異動等の方針を具体化するなど、事務職員の戦略的な採用・育成・配置を進めている。 

【今後期待する点】 

 国際卓越研究大学の認定に向けた体制強化計画を踏まえ、事務職員の戦略的な配置・育成などが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-8-① 老朽施設の計画的解消と長寿命化・エネルギー使用量及び温室効果ガス排出量の削減 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

◇老朽施設の計画的解消 

 老朽化対策事業の着実な実施 

◇施設の調査・点検・現状把握と長期修繕計画の立案 

 施設の健全性に関する調査、点検（建築基準法１２条定期調査（学校等）・

非構造部材の点検,部位別劣化状況調査等）を実施し、施設の状況を把握

する。 

 施設台帳を作成し、長期修繕計画を立案する。 

◇パリ協定に基づくエネルギー量・温室効果ガス排出量の削減 

 全学的なエネルギーマネジメントの実施 

 省エネ改修工事の計画 

 カーボンニュートラルに向けた人材育成のための講義 

 カーボンニュートラルを推進する体制の構築 

 省エネ改修工事の予算（(仮称)ゼロカーボンキャンパス推進費）確保方策

の構築 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

◇老朽施設の計画的解消・施設老朽化対策の制度見直しを実施し、更に、令和４年度長寿命化促進事業が採択されたことにより、老朽化対策事業に係る学外資金を獲得することができた。 

上記により施設老朽化対策及び施設費交付金事業において計２２件、施設整備費補助金事業において１件が完了でき、老朽化対策事業を着実に実施した。内３件の老朽化対策事業については、令和６年度実施

予定の事業であったが、実際の老朽化状況を考慮し、前倒しで実施する等、柔軟な予算執行が出来た。 

◇施設の調査・点検・現状把握と長期修繕計画の立案 

 建築基準法 12 条に基づく一定規模以上の対象建物の定期調査に加え、全ての小規模建物についても調査を実施し、施設の健全性を把握した。 

 非構造部材の専門家による耐震点検を実施し、耐震点検実施率 100％を達成した。 

 施設カルテ（施設台帳）を作成し、長期修繕計画を立案した。 

◇パリ協定に基づくエネルギー量・温室効果ガス排出量の削減 

【①全学的なエネルギーマネジメントの実施】 

 令和 9 年度の KPI 達成に向け、「大阪大学エネルギーマネジメント計画」にて省エネ目標値や節電プログラムを設定し、全学的に通知した。 

 また、説明や対話を通じて全学的に省エネ活動を推進すべく、施設キャラバンや省エネルギー推進会議を開催し、本計画を各部局等の長や省エネ担当に直接周知し、情報交換を行った。 

 更に、今年度の「大阪大学エネルギーマネジメント計画」では、空調集中コントローラーの活用（中央監視による消し忘れ防止や温度上下限の設定）を、新たな節電プログラムとして追加し、実施を呼びかけ、施設

部が技術サポートをする等して、箕面キャンパス、微生物病研究所、薬学研究科で実施に至ることができ、年度計画を上回る実績であった。 

【②省エネ改修工事の計画】 

 令和 9 年度の KPI 達成に向け、省エネに資する空調改修工事 22 事業【改修延床面積：約 12 千㎡】（施設老朽化対策 20 事業、部局依頼 2 事業）及び照明改修工事 3 事業【改修延床面積：約 14 千㎡】（施設老

朽化対策 1 事業、部局依頼 2 事業）の省エネ方策を計画した。 

 更に、最適な空調能力の検討や、工事前後の省エネ効果検証のため、施設老朽化対策による空調工事の計測業務について、学内合意を得た上で実施することができ、年度計画を上回る実績であった。 

【③カーボンニュートラルに向けた人材育成のための講義】 

 全学共通教育科目「カーボンニュートラルと私たちの未来」を開講し、複数部局の教員から 8 名、複数企業から 4 名を講師として招き、計 14 回の講座となった。各講義には、ほぼ全ての学部から約 60 名の学

生が受講し、幅広い分野から 2050 年カーボンニュートラルを担う人材の育成に貢献することができた。 

 更に、本取組みを WEB サイト「大阪大学×SDGs」や「Spaceship Earth」から発信することで、社会からの信頼と共感を得る広報活動に貢献し、年度計画を上回る実績であった。 

【④カーボンニュートラルを推進する体制の構築】 

 関係部署と調整の上、SDGs 推進委員会の下に、施設担当理事を部会長としたカーボンニュートラル推進部会を設立した。 

 更に、会議を複数回開催し、本学におけるカーボンニュートラルの基本方針を検討しており、年度計画を上回る実績であった。 

【⑤省エネ改修工事の予算（(仮称)ゼロカーボンキャンパス推進費）確保方策の構築】 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 施設老朽化対策の改定方針として、空調・照明等の更新は、本部が計画的に実施すること、また、施設老朽化対策費の一部はエネルギー消費量に応じた課金とすることをサステイナブルキャンパスオフィスで合

意し、年度計画を達成できた。 

【⑥ZEB 認証】 

 感染症総合教育研究拠点（令和６年度完成予定）において、ZEB 認証の取得に向けてデザインビルド事業者との調整を行った。 

 IoＣプラザ（令和４年度完成）において、建築物のエネルギー消費量計算プログラムを用いて学内で審査した結果、ZEB Ready 達成の基準を満たしていることを確認した。 

 核物理研アルファ線核医学治療社会実装拠点（令和４年度完成予定）において、建築物のエネルギー消費量計算プログラムを用いて学内で審査した結果、ZEB Ready 達成が難しい特殊性の高い施設であるこ

とを確認したため、ZEB 認証を取得しないことを決定した。 

 現在の ZEB 認証制度は、設計段階で評価される仕組みであるが、本学は、認証取得後もエネルギー計測及び空調・換気機器の監視・分析を継続し、運用段階でも確実に ZEB となるよう PDCA を回し、実行す

ることとしている。 

 令和３年度に ZEB Ready を取得した薬学 4 号館においては、令和４年度のエネルギー計測値が ZEB 基準を満たさない見通しであることを確認したため、改善策として空調機と全熱交換器の集中コントロー

ラーを活用したエネルギーマネジメントを計画し、実行した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

◇老朽施設の計画的解消 

 学外資金の獲得に加え、制度の見直しを実施したことで、同工種の一括発注等の効率的な予算執行を可能とした。効率的な予算執行によって生み出した予算を用いることで、施設老朽化対策で令和５年度以降

に実施予定であった事業の設計等を前倒しで進めることができた。 

◇運用段階 ZEB の実現 

 現在の ZEB 認証制度は、設計段階で評価される仕組みであるが、本学は、認証取得後もエネルギー計測及び空調・換気機器の監視・分析を継続し、運用段階でも確実に ZEB となるよう PDCA を回し、実行し

ている。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 老朽施設の計画的解消や、運用段階の ZEＢ化を推進することにより、安全かつ快適で持続可能なキャンパスの整備を促進するなど、高く評

価できる。 

【今後期待する点】 

 老朽施設の計画的解消と長寿命化・エネルギー使用量及び温室効果ガス排出量の削減に向けては、様々な課題があるが、引き続き、取組を推

進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-8-② 快適で魅力あるキャンパス空間の創造 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

◇キャンパスマスタープラン等の改定に向けた対応 

キャンパスマスタープランの改定に向けた課題抽出 

◇リーディングプロジェクトの推進 

トイレ環境改善 

◇構内案内地図サインの更新 

吹田キャンパス構内案内地図サインの更新の予算要求 

◇キャンパスランドスケープの構築 

豊中キャンパスにて、地域住民と連携し竹林の維持管理活動の実施 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

◇キャンパスマスタープラン等の改定に向けた対応 

キャンパスマスタープランの改定作業に着手し、課題の抽出を行い、更に改定版の方向性（学内外の認知を高めていくため、可読性を高める等）が整理でき、年度計画を上回る実績であった。 

◇国費・多様な財源による整備、キャンパスコモン等の整備 

老朽化した大学入試等で使用される講義棟・福利施設のトイレ改修（２棟）を実施し、年度計画を達成できた。 

◇構内案内地図サインの更新 

老朽化していた吹田キャンパスの構内案内地図サインの張替えを実施し、年度計画を達成できた。 

◇キャンパスランドスケープの構築 

豊中キャンパスにて、地域住民と連携し竹林の間伐作業を５回実施し、年度計画を達成できた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 施設整備補助金・寄付金・学内予算等を財源に、第 4 期中期目標・中期計画期間で、約 146,000 ㎡の新築・改修事業を実施できる見込みである。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 キャンパスマスタープランの改定作業に着手し、課題の抽出を行うとともに、更に改定版の方向性を整理するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 キャンパスマスタープランによる施設整備等、引き続き快適で魅力あるキャンパス空間の創造のための取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

3-8-③ 土地・建物等の教育研究環境の充実 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

Ⅱ：計画を一部達成していない 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 4-1. ブレンデッド教育を支える学修環境の高度化（DX in Education）の実現 

 

 

 

 効率的、効果的な土地・建物等資産活用の推進に向けた調査方法の検討

に着手するとともに、講義室等の共用施設を中心とした土地・建物等の現

況調査を行う。 

 部局提案型スペース創出支援事業の実施 

部局の未利用スペースの有効活用への支援を行うとともに、部局による

全学的な用途に供するスペースの運営を求めることで、スペースの有効活

用および異分野研究者の交流の推進を図る。 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 共用施設現況調査の一環として、豊中キャンパスの講義室について使用実態の把握を行った。 

 土地活用と密接に関わるキャンパス内駐車スペースについて、ワーキンググループを設置し、駐車スペースの現況調査を実施のうえ検討を重ね、今後の駐車スペースに対する方向性を取り纏めた。 

 豊中共創環境形成拠点の令和６年度の完成に向けて、管理担当部署として、運営方針に合わせて建物仕様を決定し、各フロアの運営の方針について関係部署と調整を行った。 

 吹田アゴラ及び豊中アゴラの建設に向けて、施設運営面の方針・計画についての検討に着手した。 

 効率的な土地・建物活用推進の一環として土地の購入を計画し、実現した。（土地：借地 建物：本学所有）このことにより借料の負担軽減を図ったほか、当該土地上の建物運用方針策定に向けた準備が可能とな

った。 

 令和４年度の部局提案型スペース創出支援事業を開始したが、電気料金の高騰に伴う大学全体の予算見直しに伴い当該事業の中止が決定され年度途中で中止となった。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 令和 4 年度の部局提案型スペース創出支援事業は中止となったものの、応募いただいた部局のうち、複数部局において独自に未利用スペースの改修に取り組んでおり、結果として一部未利用スペースの解消に

繋がった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 課題解決に向けた分析ができており、改善に向けた対応が期待できる。 

 共用施設の現況調査などにより、効率的、効果的な土地・建物等資産活用の推進に向けた取組を進めている。 

【今後期待する点】 

 電気料金の高騰の影響を受け、部局提案型スペース創出支援事業がやむをえず中止となったところであるが、スペースの有効活用に関する取

組について、今後も推進されたい。 

主要取組番号 主要取組 

4-1-① 入学前から在学中、卒業後まで「阪大生」を重要なステークホルダーとしてサポートする基盤の構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 LRS のデータを学生に可視化して表示するダッシュボートおよびアプリの

整備については、必要な機能を洗い出し、仕様を策定する。e-Portfolio

については仕様を確定する。学生を対象とする CRM の導入については、

学生問い合わせ窓口を担当する部署と連携し、CRM を用いた学生向け

問い合わせ窓口の運用方針を決定する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 LRS のデータを学生に可視化して表示するダッシュボートおよびアプリの整備について機能の洗い出し、仕様策定：機能の洗い出し、仕様策定を取り組んでいたが、予想以上に時間を要した。そこで、4-1-②で

構築を進めている教育用情報基盤（LA 基盤）の構築後に実データを分析しながら進める方が、より効果的な成果を得られると判断できることから翌年度以降に行う計画に変更し、他の計画実施に注力すること

とした。 

 e-Portfolio の仕様確定について：当初は e-Portfolio 単体での仕様策定に取り組んでいたが、将来的に e-Portfolio との連携を予定している次期 LMS の更改を令和 5 年度中に予定しており、次期 LMS

の製品が確定してから当該製品と連携可能な e-Portfolio の仕様策定を進める方がより効果的であることが判明したことから、次期 LMS と e-Portfolio との連携を念頭に置いた LMS の仕様策定を行い、

基本的方針が完成した。 

 学生を対象とする CRM の導入について：CLE で現在試行的に導入中の教職員向け CRM に係る運用方針を決定し、学生向けの CRM 導入に備えることができた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 ダッシュボート及びアプリの整備等、試行錯誤を重ねながら、より効果的な成果を得るための取組を進めている。 

【今後期待する点】 

 学生等関係者へ情報を示すニーズと情報基盤の策定とは相互に関係しており、そもそも連携しながら全体的なシステムが構築されるものと考

えられることから、より精緻な計画を立てて密な連携の元で実施されたい。 

主要取組番号 主要取組 

4-1-② 学修データを収集・利活用するための教育用情報基盤の整備、制度設計、人材養成 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 LMS の学習行動データが保存できる LRS を選定し、テストサーバでデー

タ連携がスムーズに行えるか検証する。また、教職員向けダッシュボード

の開発に向けて、教職員向けダッシュボードの仕様を策定する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

 LMS の学習行動データが保存できる LRS を選定し、テストサーバでデータ連携がスムーズに行えるかの検証について：LMS やその他学内で利用されている主要な学習支援サービス（CLE、Echo360、

ViLOG）を選定し、その学習行動データを集約、分析する教育用情報基盤（LA 基盤）を構築し、当該検証ができた。 

 教員向けダッシュボードの開発に向けた教職員向けダッシュボードの仕様策定について：実データを分析しながら仕様策定を進める方がより効果的であることが判明したことから、上記 LA 基盤の構築後に仕様

策定を行う計画に変更した。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 4-2. 研究活動のフルオンライン化を可能とする eResearch（DX in Research）環境の整備 

 

 

 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 学習行動データを集約、分析する教育用情報基盤（LA 基盤）を構築するなど、学修データを収集・利活用するための教育用情報基盤の整備が

順調に行われている。 

【今後期待する点】 

 学生等関係者へ情報を示すニーズと情報基盤の策定とは相互に関係しており、そもそも連携しながら全体的なシステムが構築されるものと考

えられることから、より精緻な計画を立てて密な連携の元で実施されたい。 

主要取組番号 主要取組 

4-1-③ ブレンデッド教育、オンライン・エンロールメントを支える安心・快適な情報インフラの整備 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 授業支援システム CLE、講義映像収録配信システム Echo360、双方向

授業システム Blackboard Collaborate Ultra を発展整備し、ブレン

デッド教育に柔軟に対応できる教育学修支援情報基盤を全学に提供す

る。 

 オンライン環境下やハイブリッド環境での個別学力評価を公正に行うため

の仕組みを導入する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 授業支援システム CLE、講義映像収録配信システム Echo360、双方向授業システム Blackboard Collaborate Ultra は、今年度も安定したサービス提供を行えた。 

 オンライン環境下やハイブリッド環境での個別学力評価を公正に行うための仕組みは、CLE と連携したレポート剽窃チェック・採点フィードバックツールを全学に提供して実現できた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 各システムとも安定したサービスが提供でき、安心・快適な情報インフラの整備が提供できた。 

 次期 LMS（CLE）の検討 WG を今年度は計 5 回開催して、発展的な整備に向けた検討を行った。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 ブレンデッド学習環境の高度化の実現に向けて、次期 LMS の検討を進めている。 

【今後期待する点】 

 当初計画とは異なるが、ＡＩの学習への活用に際して状況が急速に変化しており、検討すべき事項はないか確認されたい。 

主要取組番号 主要取組 

4-2-① 研究・実験機器の自動化、遠隔化、共用化を支えるプラットフォームの構築 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

4-2-①-1 

 セキュア LAN・セキュアネットワークデータ配信システムの試験的構築 

4-2-①-2 

 システムやサービスの基本枠組みを検討し決定 

 試作システム構築 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和 3 年度に導入した小規模分析室向け測定データ集約配信システムの活用が進み、３つの分析室では、USB メモリの利用を原則停止し、ネットワーク経由での測定データの配信･共有を行うこととなった。 

 その結果、年間約３万件の測定データの配信･共有がネットワーク経由で行われることとなり、研究の効率化や研究データ利活用の基盤活用が進んだ。 

 研究データエコシステムの構築を目指して、附属図書館やサイバーメディアセンターとの連携が大きく進み、本学においては附属図書館が中心となって進める「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構

築事業」に参画することとなり、測定データのネットワーク経由での迅速な流通・集約・活用の学内体制構築が大きく進んだ。 

 附属図書館が運用する大阪大学学術成果公開基盤 OUKA、サイバーメディアセンターが構築･運用する全学データ集約基盤 ONION、国立情報学研究所が構築･運用する GakuNin-RDM、全学共用機器から

生み出される測定データを、どのように連携させ、活用させていくかについて、大きな基本枠組を定めることができた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 附属図書館・サイバーメディアセンター・科学機器リノベーション・工作支援センターという、研究データの一次生産場からネットワークシステム、データ交換基盤までもが連携協力して、エコシステムを構築してい

る例は他になく、先行例・好事例の 1 つとして捉えられている。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 附属図書館・サイバーメディアセンター・科学機器リノベーション・工作支援センターによる研究データエコシステムの構築を着実に進めてい

る。 

【今後期待する点】 

 引き続き研究データエコシステムの構築目指した、研究・実験機器の自動化、遠隔化、共用化を支えるプラットフォームの構築のための取組が

期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

主要取組番号 主要取組 

4-2-② オープンサイエンス（オープンデータ＆オープンアクセス）研究環境の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

4-2-②-1 

 研究データ管理ポリシーの制定に向けて、学内ヒアリング等を行い、オー

プンサイエンス推進室において具体的な検討を実施（年度内に制定予

定）。 

 研究データ管理基盤(GakuNin RDM)の学内での利活用方針について

検討を行う。 

 機関リポジトリ(OUKA)の更新による研究データ公開基盤の整備を行う。 

4-2-②-2 

 協力部局への ONION 試験拡充と課題整理 

 研究データ集約基盤の事業化に関する要件・課題の検討 

4-2-②-3  

 スーパーコンピュータ「高性能計算・データ分析基盤システム(SQUID)」 

の運用 

 スーパーコンピュータ OCTOPUS の更新計画立案と運用 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

4-2-②-1 

 研究データ管理ポリシーを計画どおり策定するとともに、学内の理解浸透を図るために学内説明会を実施した。 

 利用上の課題等を検討の上、 GakuNin RDM の本申請を実施し、研究データ管理基盤の整備を図った。 

 OUKA の更新によってメタデータ要素を拡充（「JPCOAR スキーマ」の採用）し、標準的な規格にのっとった形での研究データの公開・発信が可能となるよう基盤を整備した。また、制限公開機能を実装し、セキ

ュアなデータの公開にも対応できるよう機能を充実させた。 

4-2-②-2 

 ONION 試験環境を提供し、令和４年度は 10 件(1/13 時点）の研究課題・グループの利用があり利用者からのフィードバックを受けながら利用者の拡充を行っている。 

 研究データ集約基盤の事業化に関する要件・課題の検討のため大学債で予算化された ONION 整備に関してサイバーメディアセンター、施設部、情報推進部でプロジェクトチームを立ち上げ、整備内容の検討に

着手した。 

4-2-②-3 

 令和 4 年度は引き続きスーパーコンピュータ SQUID 及び OCTOPUS の運用を行いオープンサイエンス研究環境として高性能計算環境を提供している。次期 OCTOPUS に関しては仕様策定委員会で更新

計画を立案している。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 オープンサイエンス研究環境の強化に向けて、研究データ管理ポリシーを策定するなど、様々な取組を着実に推進している。 

【今後期待する点】 

 引き続きオープンサイエンス（オープンデータ＆オープンアクセス）研究環境の強化のための取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

4-2-③ 学際融合研究、共創活動を加速する、各部局の URA 活動を含めた全学的な支援環境の整備 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

4-2-③-1 

 部局 URA ネットワーク等の活用による分析データの収集 

 研究データ分析による経営判断支援 

 URA×IR のための URA ディベロップメントの実施 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 研究力強化を基軸とした経営力向上の機能をさらに強化するために「IR 駆動型研究マネジメント改革」と「世界と伍する研究大学に向けた阪大 URA の育成事業 」を推し進めるべく、経営企画オフィスに新たに

基盤的経費を確保し、組織整備等に着手した。 

 学内公募により事務系職員 2 名（うち 1 名は、係長級）を経営企画オフィスにＵＲＡとして新たに配置した。昨年度の 2 名に加えて計 4 名となり、ＵＲＡと事務部門の連携強化、研究支援体制の強化及び事務職

員の人材育成につながった。 

 本部 URA と部局 URA は定例でミーティングを開催し、公募情報や好事例の共有を行うことにより、全学における研究支援の充実を図った。 

 経営企画オフィスでは URA×IR レポートを定期的に発行し、国際卓越研究大学申請に向けたデータ分析支援や、部局の研究費獲得に資する情報（科研費応募勧奨対象者リスト）を執行部や部局長に提供するこ

とにより、本学の研究力強化、経営基盤強化に貢献した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 文部科学省研究大学強化促進事業の事後評価にて最高の S 評価を受けた。（客観的な指標の推移について、国際共著論文の割合、民間企業との共同研究・受託研究等の客観的な指標が順調に推移、研究支援

体制の抜本的改革の実現、URA や IR 業務を担う高度専門人材の増員計画などが評価された。） 

 研究分野ごとの研究力の状況を把握するためのデータベースの拡充や各種データの活用を促進し、研究 IR と URA の活動を組み合わせたエビデンスに基づく研究マネジメントを推進。この活動の成果として、

重点３領域の一つである「生命医科学融合フロンティア研究」において、ヒューマン・オルガノイド生命医科学と情報・数理科学、さらに量子科学、人文社会科学、臨床医学を融合した「ヒューマン・メタバース疾患研

究拠点」化を進め、世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）に採択された。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 文部科学省研究大学強化促進事業の事後評価にて最高の S 評価を受けたことは高く評価できる。 

 URAXIR の体制整備と活動によって、研究を推進している。 

 研究マネジメントの推進による成果が把握できる。 

【今後期待する点】 

 引き続き学際融合研究、共創活動を加速させる URA 活動の取組が期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

重点戦略 4-3. 戦略的な大学経営を支える DX in Management の実現 

 

 

 

 

主要取組番号 主要取組 

4-3-① OUDX 基本方針に基づく各種システムの導入 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 OUID システムのパイロット版（初期機能のみ）の開発 

OUID 等導入までに構成員向けのデジタル学生証及び職員証導入への課

題についての抽出 

 OU ゼロトラストシステムの初期版 10 ノード試験 

OU ゼロトラストシステムを導入すべきサーバ、PC 等の洗い出しをどう実

施していくか、重要情報を管理するノード、セグメント調査の抽出について

検討 

 iLPsOU 初期機能調査 

iLPsOU に必要な機能項目およびインタフェースとしてあるべき姿をどう

定義していくかが課題。他組織などの動向を見据え調査を実施 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 OUID システムのパイロット版（OUID アプリおよび ICHO 連携初期機能のみ）の開発を行った。 

 OU ゼロトラストシステムの導入に向けて、複数の製品を事前に調査し、導入製品の仕様を策定した。 

 OU ゼロトラストシステムを導入すべき PC 等の洗い出しを行い、第一優先として事務職員向け新規導入する VPN 対応端末にエンドポイントセキュリティ（EDR）を導入することを決定した。 

 iLPs OU の取組としては、次世代のデータ基盤について検討を進めた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 事務職員向け新規導入する 1560 台の VPN 対応端末に対し EDR を導入できるよう調達を進め、ネットワーク遮断、原因調査、事案への対処を 24 時間 365 日で対応可能な運用体制を整備した。そのうち

情報推進部の約 40 台には EDR を先行導入して試験的運用を開始しており、当初計画よりも早く OU ゼロトラストの実現に向けて進めることができた。2023 年 4 月には全事務職員の VPN 対応端末に導

入予定である。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

・OUID システムのパイロット版の開発を行い、本格導入に向けて計画どおり取組を進めている。 

・2023 年 4 月の全事務職員への VPN 対応端末導入に向けた運用体制の整備等を着実に実施している。 

【今後期待する点】 

 iLPs OU の実装化に向けて、引き続き、取組を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

4-3-② 学生サービスの向上を見据えた教育研究活動支援業務のオンライン効率化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○各業務システムの最適化あるいは新システムの導入の検討 

学生サービス（在学生、卒業生、留学生）の向上に向けたオンライン効率化対

象業務の整理とオンライン導入に向けた検討 

（1）学務情報システム 

学生サービスのオンライン化のための、追加機能の検討 

（2）学生へのサービスのデジタル化・ネットワーク化 

 証明書コンビニ発行サービス 

導入のための課題整理、仕様の検討 

 学生証 IC カード化 

導入のための課題整理、仕様の検討 

Ⅱ：計画を一部達成していない 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 各システムの導入検討は、予定していたほどには進んでいない。 

学生証 IC カード化に先立ち、OUDX 推進室等で OUID の仕様検討が進められており、擦り合わせのため何度かやり取りは行っているが、学生証 IC カード化は進んでいないのが現状である。 

証明書コンビニ発行サービスに関しては、業者からの情報収集は行っているが、学内での検討はさほど進んでいない。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画に対し、やや遅れている。 

【優れた点】 

 学生証 IC カード化等、学生サービスの向上を見据えた取組を検討し始めている。 

【今後期待する点】 

 年度計画に対してやや遅れがみられるため、学内での検討が進んでいない状況などを分析・改善し、今後の一層の取組実施・推進に期待する。 

主要取組番号 主要取組 

4-3-③ 戦略的資源配分を支える IR 活動の全学展開に向けた環境の整備 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 自律的な取組の進捗管理を進めるためのシステム連携を強化する計画を

策定する 

 マスタープラン、中期目標・計画に係る評価指標等必要なデータを把握す

る 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 自律的な取組の進捗管理を進めるためのシステム連携について、テストベッドとして経営企画 DX システム“ReCo”を内製してローンチすると共に、ReCo の実運用実績に基づいてシステム連携を強化する計



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 5-1. 優秀な留学生の受入れと本学学生の海外派遣を通じた Diversity の向上とグローバル人材の育成 

 

 

画を策定した。また、ReCo を用いて各種分析レポートを作成し、部局長にご確認頂きつつ、評価指標等に関する部局側ニーズの把握に努めた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 経営企画 DX システム“ReCo”の構築により令和４年度大阪大学賞（大学運営部門）を受賞した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 “ReCo”を内製し、評価指標等に関する部局側ニーズの把握に活用するなど、IR 活動の全学展開に向けた環境の整備を推進している。 

【今後期待する点】 

 引き続き、自律的な取組の進捗管理を進めるシステム連携強化に向けた取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-1-① 優秀な留学生を戦略的に受入れるための学内外連携体制の整備充実 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

■５ー１ー①ー１ 日本語教育、生活相談、就職支援等による入学から就職ま

で一貫した支援の充実 

 入学から就職まで一貫した支援の充実に資するため、既存の日本語プロ

グラム（予備教育、在学生対象）を引き続き実施するほか、学生間の交流

支援、生活相談、就職支援といった留学生支援を引き続き実施する。ま

た、就職向け日本語プログラムの実施について検討する。 

■５ー１ー①ー２ 多様な短期プログラムの実施とバーチャル留学（受入）制

度の構築及び充実 

 多様な短期プログラムの実施のため、協定校の交流状況を検証するとと

もに、海外キャンパス等との連携による短期プログラムの構築を進める。 

 各部局から提供科目を収集し、バーチャル留学（受入）を開始する。 

■５ー１ー①ー３ 多様なリクルート活動の展開 

 多様なリクルート活動を展開するため、現地での留学フェアへの参加、本

学独自のオンライン留学フェアを開催するとともに、他機関が開催するオ

ンライン留学フェアに参加する。 

 オンライン留学フェアのコンテンツを作成する。 

 入学者の出身国分析を行い、アドミッション支援デスクの対象国、地域拡

大の検討とともに情報収集を行う。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

■５ー１ー①ー１ 

 入学から就職まで一貫した支援として日本語予備教育（受講者は 38 名）を実施し、生活相談、就職支援等を継続して実施した。 

 就職向け日本語プログラムのキャリアセミナーにおいて、日本語によるエントリーシートの書き方や面接対策を実施し、エントリーシートの書き方 15 名、面接対策 11 名が参加した。 

■５ー１ー①ー２ 

 前年度の全学交換留学プログラムの受入実績を確認し、全協定校に対してプログラム案内を送付して本学への学生派遣を促した。 

 短期プログラムの構築については、コロナ禍で中断していたカリフォルニア大学とのフロンティアサマープログラムの再開に向けた準備を行った。 

 バーチャル留学（受入）プログラムを春夏及び秋冬学期に実施し、春夏学期に 130 名（夏季集中講義履修者含む）、秋冬学期に 40 名が受講した。 

 「SDGs 国際学生交流プログラム」の一環として開講した「SDGs 夏季集中講義」（オンライン）に海外からバーチャル留学生も参加し、海外協定校、コンソーシアム加盟校（APRU、AEARU）及び本学から 136 名

（16 カ国・地域、19 大学）が受講した。 

■５ー１ー①ー３ 

 部局等との協力の下、研究室紹介動画を作成し、本学主催の研究分野別留学フェアで使用するなど、本学の魅力をアピールした。 

 グローバルイニシアティブ機構の主導の下、多様な留学生リクルート活動を展開し、令和４年度は 61 回の留学フェアに参加、開催し、オンラインを含め、延べ 16,000 人を超える参加者を得た。 

 効果的な留学生リクルートを推進することを目的として、本学留学生の出身校や留学フェア参加者の分析を行った。 

上記の取組等を通じて、本学の留学生数（R5.5.1 時点、バーチャル留学（受入）等含む）は 2,913 名（令和 4 年度延べ：3,899 名）となった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 部局等の協力の下、研究室紹介動画を作成し、本学の魅力をアピールするなど、優秀な留学生を戦略的に受入れるための学内連携体制が構

築されている。 

【今後期待する点】 

 バーチャル留学を優秀な学生にとって魅力ある選択肢とするためのプログラム整備を引き続き期待したい（取組 5-3-①にも関連）。 

主要取組番号 主要取組 

5-1-② 学生の国際性を涵養する短期海外派遣体制の整備充実 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

5-1-②-1 

 昨年度まで開催を中止していた短期海外研修を再開させるとともに、こ

れまで開催されていたオンラインプログラムも継続して実施する。 

 バーチャル留学対象校を拡大させ、受講者の増加を図る。 

5-1-②-2 

 帰国後のネットワーク化の仕組み（帰国後報告会や体験談発信）を立案し、

参加学生へ周知する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

5-1-②-1  

 全学対象の短期海外研修について、渡航を伴うプログラムを令和 4 年度より再開。オンラインを含め、5 つのプログラムを実施した。事前事後の学修も実施し、目標の設定や目標達成度の確認等を行い、今後に

活かせる仕組みを構築した。 

 バーチャル留学対象校は昨年度の 2 校から 7 校まで増加した。 

5-1-②-2  

 交換留学体験談を学内ポータル（マイハンダイ）や各種広報媒体に掲載するとともに、これから留学をする学生に対し留学経験者を紹介することで、ネットワークの深化を図った。 

上記の取組等を通じて、本学の日本人海外派遣学生数（バーチャル留学（派遣）等含む）は年間 979 名となった。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 5-2. 卓越した学術研究のグローバル展開 

 

 

 

 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 バーチャル留学対象校の増加が顕著であり、学生の国際性の涵養に寄与している。 

【今後期待する点】 

 オンラインを含めた全学対象の短期海外研修の推進に向けて、継続して実施するとともにプログラムの見直しを行うことにより、学生にとって

魅力あるものにすることが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-2-① 海外の有力大学等との戦略的組織間連携（GKP）による世界的に卓越した研究拠点の形成 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 新たに世界最先端研究機構としてスタートした量子情報・量子生命研究セ

ンターをはじめ、重点領域の活動の世界展開を支援することを目的に、そ

れぞれの領域の有力大学（例えば、カナダのウォータールー大学等）と連携

合意に向けた執行部間の協議を行うとともに、協定締結を目指す。また、

オンラインを含むシンポジウム等の開催を大学組織間で支援し、シンポジ

ウム等のステータスを高め、研究ネットワーク拡大を図る。さらに、重点領

域等の国際展開を支援する PR 動画等や研究成果の配信を通じて、国際

的なプレゼンス向上を図る。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 新たに 1 大学（メルボルン大学）と特定分野連携（免疫学）の戦略的パートナーシップ協定の締結に至った。また、今後、連携合意が見込まれる複数の候補大学との協議も進展した。 

 グローニンゲン大学との合同シンポジウム、上海交通大学との学術交流セミナー、メルボルン大学との共同ワークショップ等、GKP と共催又は本学が主催したシンポジウム・セミナー等に延べ 500 名以上の教

職員・学生等が参加した。 

 重点研究領域等の PR 動画や GKP 校との連携活動を集約した情報をウェブサイトや SNS 等で積極的に発信し、国際的なプレゼンス向上に寄与した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 特定分野連携（免疫学）の戦略的パートナーシップ協定が締結されるとともに、今後、連携合意が見込まれる複数の候補大学との協議を進め

ている。 

【今後期待する点】 

 引き続き、GKP との特定分野連携の拡充に向けた取組を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-2-② 高い独創性を有する研究を推進できるグローバル若手研究者育成制度の整備充実 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 海外中長期派遣に関わる制度設計等、環境整備に係る準備を行ったうえ

で、10 月以降に若手研究者の海外派遣の支援を開始する。 
Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 「若手研究者海外派遣支援プログラム」事業に係る制度設計を行い、学内募集、選考の上、若手研究者３名を海外大学等に派遣した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 グローバル若手研究者育成制度を設計し、若手研究者３名を海外大学等に派遣している。 

【今後期待する点】 

 海外派遣のみならず、帰国後の活動も主たる取組であると考えられることから、帰国後の活動も年度計画に入れて着手されたい。 

主要取組番号 主要取組 

5-2-③ 海外への戦略的な情報発信の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 海外の媒体や SNS を活用し、本学のレピュテーション向上に資する研究

成果の情報配信やニュースレターの発行を行う。また、卒業生を通じた本

学の情報発信を強化するため、同窓会との連携を強化するとともに、グロ

ーバル連携活動に関する情報発信全体を見直し、魅力的な情報発信を進

める。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 本学ホームページや SNS 等を活用し、積極的な研究成果の配信を行った。また、GKP 校との連携活動を集約し、効果的な情報発信を推進した。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 5-3. グローバル連携による社会課題への挑戦 

 

 

これらの取組により、海外の情報媒体においても本学の研究成果が多数取り上げられる等、本学のレピュテーション向上に寄与した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 本学ホームページや SNS 等を活用し、積極的な研究成果の配信を行うことにより、本学のレピュテーション向上に寄与している。 

【今後期待する点】 

 海外への戦略的な情報発信の強化に向けて、引き続き戦略的パートナーとの連携活動を含め、本学の研究成果の国際的な認知度向上を目的

とした情報発信を推進していくことが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-3-① 海外の有力大学等との戦略的組織間連携（GKP）による最先端の共同研究、グローバル人材育成を通じた、グローバル課題への挑戦 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 指定国立大学法人構想に掲げる 20 大学との連携を目指し、複数の研究

分野における連携が期待できる「包括連携」については、モナシュ大学、ハ

イデルベルク大学及びゲッティンゲン大学、「特定分野連携」については、

既に協議を開始しているオーストラリアのメルボルン大学をはじめ、本学

重点領域等の特定分野での連携を目指す候補校と執行部間での協議等

を通じて、GKP の枠組みでの連携合意を図る。 

 研究連携については、GKP 校等とバイラテラルな研究連携を促進すると

ともに、GKP 校を核としたネットワークを活用し、研究交流のマッチング

を進め、マルチラテラルな共同研究に係る活動の活性化を図る。 

 教育連携については、ダブル・ディグリー・プログラム等の共同学位プログ

ラムのさらなる構築を目指し、GKP 校及び今後戦略的パートナーの合意

に至る見込みの候補校と協議を行う。また、オンライン授業科目を提供す

る“バーチャル留学プログラム”については、上海交通大学に加えグローニ

ンゲン大学及びストラスブール大学等との連携を図る。 

 SDGs 等の社会課題解決への貢献については、本学創立 90 周年・大阪

外 国 語 大 学 創 立 100 周 年 事 業 「 Osaka University Partner 

Summit」に参加したパートナー大学（UCL、上海交通大学、グローニンゲ

ン大学、UBC、マヒドン大学及び UC Davis）とすでに実施している共同

研究を核とし、2025 年の大阪・関西万博で成果の世界への発信に向け

た協議を進める。また、科研費の新種目となる予定の「国際先導研究（仮

称）」等の申請情報を研究者に提供し、外部資金の獲得を目指す。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 包括連携で 3 大学（モナシュ大学、ゲッティンゲン大学、カールスルーエ工科大学）、特定分野連携で 1 大学（メルボルン大学）との間で新たに戦略的パートナーシップ協定の締結に至った。 

 UCL（ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン）とのシードファンドによる経費支援で３件、メルボルン大学との共同ワークショップに係る経費支援で２件、合計５件の共同研究を支援した。また、グローニンゲン大学等

と他のパートナー大学を含めたマルチラテラルな連携促進に向けて協議を行った。 

 グローニンゲン大学及び新たに協定を締結した GKP 校と DDP、バーチャル留学プログラム等による学生交流の可能性について協議を行った。 

 関係する GKP 校等の関係者とオンライン等でのミーティングを実施し、2025 年の大阪・関西万博に向けた連携ついて意見交換を行った。UCL とは万博での本学の活動に対する協力について Letter of 

Intent により合意を得た。 

 科研費（国際先導研究）の申請に向けた支援を行い、特定分野連携候補校であるアーヘン工科大学との共同研究事業が採択に至った。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 包括連携で 3 大学（モナシュ大学、ゲッティンゲン大学、カールスルーエ工科大学）、特定分野連携で 1 大学（メルボルン大学）との間で新たに

戦略的パートナーシップ協定の締結に至っている。 

【今後期待する点】 

 GKP との国際共同研究の拡充に向けて、引き続き推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-3-② ASEAN キャンパスの深化・広域化、現地社会に寄り添い、地域ニーズに応える共同研究・高度人材の育成の推進 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 ASEAN キャンパス設置校・連携機関として、現在設置がないマレーシア

における交流について交渉を進める。 

 設置交渉にあわせ、マレーシアでの OUICP 募集に向けて交渉し、学生交

流プログラム（受入・派遣）の充実を図り、受入・派遣学生数の増加を目指

す。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 ASEAN キャンパスのマレーシア設置については、かねてから交流がある教員を中心に交渉を進めた結果、設置に関する協定を締結し、５か国７機関の設置を達成した。 

 新規設置したマレーシアでも OUICP の募集を行い、キャンパス設置が学生交流の拡充につながった。 

また、学部生や社会人も参加できるより短期間のプログラムとして OUICP-S を新たに設置し、令和 5 年度から学生受入を開始する予定である。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

重点戦略 5-4. 全学規模のグローバル展開に向けた推進体制の強化 

 

 

 

 

重点戦略 5-5. アンコンシャスバイアス克服による女性高度人材の育成 

【優れた点】 

 ASEAN キャンパス設置校・連携機関として、実績がなかったマレーシアにおいて設置に関する協定を締結したことは、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 ASEAN キャンパスの設置や教育プログラムの充実に向けて、連携大学・機関との関係を深化していくことが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-4-① 全学的な国際戦略の立案機能の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 第３期の検証、課題抽出。 

 国際企画推進本部の強化 

 GI 機構と学内各部局との連携最適化に向けた検討開始 

 学内外先進事例・グッドプラクティスの情報収集・共有 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 第３期の取組等について点検・検証を実施すると共に、第４期における OU マスタープラン主要取組の推進に向けた課題について検討した。特に、重要課題である優秀な留学生の戦略的リクルートについて、全

学的な推進を目的とした「優秀な私費外国人留学生を対象とした授業料免除制度」を部局等との対話を交えて検討の上制度設計を行い、運用を開始した。 

 ＧＩ機構国際企画推進本部を中心として、グローバル連携に関する海外先進事例の情報収集と学内共有を行うと共に、次期国際戦略の検討に着手した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 優秀な留学生の戦略的リクルートに向けて効果的な取組である「優秀な私費外国人留学生を対象とした授業料免除制度」を部局等との対話を

交えて、運用を開始している。 

【今後期待する点】 

 全学的な国際戦略の立案機能の強化に向けて、GI 機構を中心にして、新たな制度・取組等の企画立案を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-4-② 全学的な国際連携体制の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 GI 機構と関連委員会及び各部局との連携強化の枠組み検討 

 3 戦略会議との連携強化策検討 

 国際交流委員会及び傘下ＷＧの再構成を検討 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 OU マスタープランの主要取組等について、ＧＩ機構と連携組織である国際教育交流センター、日本語日本文化教育センター、生物工学国際交流センター、インターナショナルカレッジが事業計画策定段階から対

話を行い、事業実施に至るまでの緊密な連携を実現した。 

 新制度である「優秀な私費外国人留学生を対象とした授業料免除制度」の導入について、グローバル連携オフィス、国際交流委員会、学生生活委員会での協議に加え、３戦略会議においても意見交換を行った。 

 国際交流委員会及び傘下 WG の見直しについて、研究時間の確保に向けた会議負担軽減の観点も踏まえた検討を行い、令和５年度以降の方針を決定した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 ＧＩ機構と学内関係部署との間で緊密な連携を行うことで、全学規模のグローバル展開に向けた推進体制の強化に向けて、推進している。 

【今後期待する点】 

 全学的な国際連携体制の強化に向けて、GI 機構と連携組織との間で、プロジェクト単位で柔軟な協働体制を構築するなど、連携を一層深化

させることが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-5-① 女性比率が低い分野における戦略的なすそ野拡大 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 全構成員のアンコンシャスバイアス克服（アンケート・研修・セミナー） 

 入学支援金制度 

 小学生向け実験教室 

 女子高生向けイベント参加 

 表彰制度 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 5-6. 女性研究者の研究力向上に向けた環境整備 

 女子大学院生と企業研究者との交流会 

 「女性リーダーとの対話」の継続 

 ジェンダー、SOGI 等に対するアンコンシャスバイアスを自覚し、その影響を最小限に抑えるため、学部段階からアンコンシャス・バイアスについて学ぶ機会として、新たに部局横断科目「ダイバーシティ＆インクル

ージョンの世界」実施予定を前倒しして、令和５年度から開講することが決まった。 

 ダイバーシティ＆インクルージョン強化期間を 8 月から１０月の３か月間設置し、この間セミナーを５回実施した。参加者は延べ人数５０５名となり、参加できなかった方のために動画を限定配信し、参加のノベル

ティとしてバーチャル背景を配付するなど、意識啓発の拡大に努めた。 

 このセミナーは参加しやすさに配慮し、オンライン実施をメインに１時間の設定としたことが、参加者の満足度に繋がり、アンケートでは８８％が満足したと回答した。 

 女子学生によるネットワーク（asiam：アザイム）が、女子高校生向けオンラインイベント（１１１名参加）、小学生向け実験教室（169 名参加）を企画・実施し、その活動を拡大させた。 

 理工系学部に入学した優秀な女子学生 50 名に入学支援金制度を授与後、内外から多くの反響があり、特にアンケートでは女子学生の満足度が 87％に上った。 

 ３月８日の国際女性デーに合わせて、阪大 HP のトップページに特設バナーを設置し、特に女子学生（すそ野拡大）の支援策を学内外に PR した。 

 すそ野拡大策及び女子学生支援として、生理用品提供事業を開始し、学内の女子トイレ及びオールジェンダートイレにディスペンサーを１５１台設置した。マスコミの取材や、喜びの声を頂くなど、学内外で反響が

あった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 理工系学部に入学した優秀な女子学生 50 名に入学支援金制度を授与し、またアンケートでは女子学生から高い満足度を得ているなど、高く

評価できる。 

【今後期待する点】 

 全構成員を対象とする e-learning による研修の学生受講率をさらに向上させることが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-5-② 女性リーダー育成に向けた産学連携事業の推進 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 イノベーション女性活躍推進プログラム 

 育休中キャリアアップ支援プログラム 

 産学クロスアポイントメントの推進 

 一時預かり保育室の設置 

 女性研究者循環型育成クラスターの拡充 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 大学、研究機関及び企業等における指導的地位（リーダー層）の女性比率が低いため、産学が連携して女性リーダー育成に取り組んでいる「大阪男女協働推進連携会議」において、協力機関を令和４年度に１機関

増加させ３１機関とした。 

 上記連携会議をさらに発展・拡大させるため、「DE&I コンソーシアム・ハンダイ」を設立し、2023 年度から始動することを決定した。 

 イノベーション女性活躍推進プログラムを実施し、企業から 20 名、学生 11 名が受講し、それぞれが新たな気付きを得る機会となった。 

 育休中キャリアアップ支援プログラムを実施し、春～夏学期 3 名、秋～冬学期 4 名の企業女性社員が、一時預かり保育を利用しながら授業を受講し、リカレント教育に貢献した。 

 産学クロスアポイントメントにより５名の企業の女性研究者を受入れることにより、様々なロールモデルを学生に提示できた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 イノベーション女性活躍推進プログラムや育休中キャリアアップ支援プログラムを推進し、企業の研究者や学生などの女性リーダー育成に貢献

したことなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 「DE&I コンソーシアム・ハンダイ」に改組後、リーダー層における女性比率の向上に向けた、さらなる飛躍が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-6-① ライフイベントを迎えた研究者の研究活動の円滑化を支援する取組の強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 出産予定女性教員の代替教員充当の弾力的運用制度 

 研究支援員制度により、研究と育児・介護等の両立を支援する。 

 学内保育園の運営 

 一時預かり保育室の設置 

 男性管理職を対象とした意識啓発研修 

 ストップ・ザ・クロック等支援制度の検討 

 保活支援事業 

 休憩室、トイレ等女性比率を適正に見据えたものとするための提言 

 学内保育園の在り方検討 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 産前休暇前の妊娠期間から代替教員の補充が可能となるよう、出産予定女性教員の代替教員補充の弾力的運用制度を計画どおり開始した。 

 ライフイベントと研究を支援する研究支援員制度により、30 名の研究者に支援員を配置し、研究の継続を支援した。 

 任期付研究者が産前・産後休暇や育児休業を取得した場合、雇用契約期間を延長できるように制度（ストップ・ザ・クロック）の導入について人事労務担当理事と協働して検討した。 

 男性管理職も対象とした「アンコンシャス・バイアスセミナー」、「働き方改革セミナー」を実施し、計 110 名の参加者を得た。男性育休取得促進やアンコンシャス・バイアスへの気づきを促す機会となり、参加して

よかったと思う参加者は、88％であった。 

 部局教授会の機会などを活用した 30 分の「アンコンシャス・バイアスミニセミナー」を企画し、１7 部局で実施した。教員人事や研究室運営を担う教授層を中心とした受講者に向けて、効果的にアンコンシャス・

バイアスに気づく機会となった。 
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＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 5-7. Inclusive で Well-being なキャンパス環境創出の促進 

 

 

 

 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 ライフイベントを迎えた研究者を支援するため、出産予定女性教員の代替教員補充の弾力的運用制度を開始するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 アンコンシャスバイアスの克服に向けたさらなる取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-6-② インクルーシブ・マネジメント力の向上及び Diversity ＆ Inclusion の推進による研究領域の開拓、女性研究者の育成 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 クロス・アポイントメントによる女性教員受け入れ支援制度 

 上位職位における女性比率向上施策（差額人件費支援） 

 教員選考における多様性の確保、ライフイベント配慮の検討 

 部局 FD 

 企業等の支援による女性研究者をリーダーとする共同研究の拡充 

 ポジティブ・アクション（研究費支援・上位職支援） 

 パッケージオファーの検討 

 女性研究者外部資金獲得状況データベースの構築 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 女性研究者比率向上のため、各部局等において、第４期中期目標期間最終年度までの６年間を見通した人事計画を設定し、各部局に当事者意識をもって取り組んでいただく仕組みを構築した。 

 女性研究者比率向上に必要なアンコンシャス・バイアス払拭のため、部局 FD としての「アンコンシャス・バイアスミニセミナー」を提供し、17 部局が実施した。 

 パッケージオファーについて、D&I オフィスから人事労務担当理事と協働して検討を行った。 

 上位職支援制度により、４名の女性研究者の教授昇任支援を行った。 

 木下事業団（木下基礎科学研究基金助成事業）の助成金を活用し、女性研究者３名の研究支援により、キャリアの構築に貢献した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 女性研究者比率向上のため、第４期中期目標期間最終年度までの６年間を見通した人事計画を設定するとともに、部局 FD としての「アンコン

シャス・バイアスミニセミナー」を 17 部局に提供するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 各部局等において設定した、第４期中期目標期間最終年度までの 6 年間の人事計画の進捗状況を基に、D&I オフィスにおける新たな施策等

の立案が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

5-7-① SOGI、障がいを尊重する Diversity＆Inclusion の基盤整備 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 D＆I 強化月間を実施し、SOGI に関するセミナー・イベントを実施 

 PRIDE 指標ゴールドの獲得に向けた啓発イベントの実施等 

 制度や取組の広報強化 

 障がいのある構成員のための環境整備、支援体制の検討 

 障がい者の職域拡大 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 多様な個性が輝くキャンパスを目指して、ＳＯＧＩに関する啓発セミナー・イベントを企業及び団体と協働して実施し、SOGI アライを増やす取組を行った。 

 D&I のさらなる推進のため、令和４年度においても PRIDE 指標ゴールドを 4 年連続で獲得した。 

 性的指向・性自認、国籍や文化的背景、年齢、価値観、障がいの有無等の属性を超えたコミュニケーションの場であるＤ＆Ｉスペースに、 LGBTQ に関連する書籍コーナーを設置した。 

 PRIDE センター大阪と協働し、代表による SOGI 多様性の理解促進講演会を開催したほか、「どこでも PRIDE キャラバン」では、学生と協働して教職員・学生幅広い参加者を得た。 

 セミナー参加者にはオリジナルのバーチャル背景やグッズを配付し、アライの拡大に貢献した。 

 SOGI 多様性への理解促進と意識啓発のために入学式に全学部生に配付している「みんなの SOGI 多様性ガイドブック」の英語版を作成し、D&I ホームページで公開した。 

 学生を対象として「自分らしく」キャンパスライフを楽しむための気づきを得ることを目的としたセミナーを開催し、臨床心理学の専門家や居づらさを克服した学生の声を届けることで、自分らしく楽しく過ごす

ことのヒントや気づきを与えた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 令和４年度においても PRIDE 指標ゴールドを 4 年連続で獲得するなど、Diversity＆Inclusion 推進に向けた取組が高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 D&I のさらなる推進のため、、継続して、講演会や研修を通した大学構成員への啓発活動を進めていくことが期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

重点戦略 6-1. 多様な働き方を促進し、個々人が輝ける場の構築による豊かな時間の創出 

 

主要取組番号 主要取組 

5-7-② 構成員の子育て支援の強化ならびに心身の健康つくり施策の推進 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 男性教職員と管理職を対象に研修を実施 

 子が出生した男性教職員への育児休業取得促進 

 男性の家事・育児への積極参加の促進 

 育児休業等取得を推進するための施策を実施した部局に対する評価の検討 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 男性の育児休業等取得を促進できるように、男性教職員と管理職を対象に研修（働き方改革セミナー）を実施した。 

 研究支援員制度を男性研究者も対象としたことにより、男性の家事・育児への積極的な参加の促進を継続、令和４年度において７名の支援を実施した。 

 育児・介護休業法の見直しにより、男性の育児休業取得促進のための子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組みの創設に伴う、取得推進のため、次世代育成支援に関する手引きを改訂した。 

 子育てと就労の両立支援のための施策として、居住地域で企業主導型保育施設を検索・利用申込ができる「子育てみらいコンシェルジュ」を本格導入し、新たに７件の保育施設が利用できるようになった。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 子育て支援の強化ならびに心身の健康つくり施策の推進に向けて、研究支援員制度を男性研究者も対象とし、令和４年度において７名の支援

を実施するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 既に推進されているところであるが、男性教職員の育児休業等取得率の向上に向けた、さらなる取組が期待される。 

主要取組番号 主要取組 

6-1-① 事務・事業の見直し、効率化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 ８月を目途に「事務組織体制の強化に関する基本方針」（仮称）を策定 

 全学の事務の業務量・業務フローの整理、標準化を通じた業務の集約や業

務フローの統一（令和４年度は教務・国際系業務を完了）（※令和３年度には

先行して人事・会計業務について作業完了） 

 ICT の活用等による業務の更なる効率化（電子決裁システムの本格導入、

源泉徴収票の Web 化、諸手当（通勤・住居・特別赴任・住居手当）の届出及

び認定・職員個人カード・勤務評価等についての業務システムの Web 化） 

 事務系 PC の VPN 対応ノート PC への一斉切替（令和４年８月に先行導入、

令和５年３月に全学納品予定） 

 DX 構想の推進（事務系システムの円滑なデータ連携を目指して、情報推進

部が主導する OUDX に協力する） 

 RPA の積極的活用（RPA に関する全学研修の実施、学内構成員向けのマ

ニュアル・共通的に使用できるフローの作成等） 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 令和５年３月に本学の将来構想を踏まえた「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」を策定し、以下に掲げる今後の取組の方向付けを行った。 

 業務標準化、業務フローの統一を行うため、教務系業務にかかる業務量の把握や集約すべき業務の精査を実施した。 

 人事給与システムにおける Web 化を拡大させ、業務の電子化を促進した。（以下、主な電子化の実績） 

 電子給与明細の利用 約 12,000 名（毎月発行） 

 電子申請（年末調整） 約 10,000 件 

 電子申請（職員個人カード） 約 1,000 件 

 電子申請（通勤手当） 約 3,500 件 

 電子申請（住居手当） 約 460 件 

 全学の事務職員に対して VPN 対応ノート PC 約 1,600 台の配付を完了し、在宅勤務及びペーパーレス促進の基盤となる環境を整えた。 

 事務改革推進室の専任職員が OUDX 連絡会議の構成員となり、Teams を活用した情報共有を行い、必要なタイミングで協力できる体制を継続した。 

 RPA の積極的活用ついて、各種の取組を実施した。 

 有志による RPA 推進タスクフォースを拡充した（1 期 15 名→2 期 27 名）。 

 学内構成員向け RPA ポータルサイトを開設し、共通フロー、FAQ、基本マニュアルなどを公開し、普及展開した（ポータルサイトへは開設後約 6 か月間で 3,600 回以上のアクセスがあった）。 

 事務情報化研修として、事務系職員全員を対象に RPA の e-learning コンテンツを提供した（4,000 回以上のアクセスがあった）。 

 RPA の e-learning コンテンツを活用した対面型研修を実施した（延べ 55 名参加）。 

 教務系窓口業務の負担軽減策として、AI チャットボットの導入計画を具体的に立案し、関係部局と合意形成した上で、試行に向けた準備を着実に進め、次年度の試行開始の目途を立てた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 推奨する RPA ツールとして Microsoft 社から無償提供されている、PowerAutomate for desktop を選定したことで、費用をかけることなく、効果を創出した。また、組織を超えたタスクフォースの活

動により、さらなる効果拡大に向けた取組を継続している。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 持続可能な事務組織体制を構築することを目的とした、「大阪大学における事務組織の改革に向けた基本方針」を策定するとともに、人事給

与システムにおける Web 化を推進させ、業務の電子化を促進するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 AI チャットボットの試行導入や新たな勤務管理システムの導入など、IT 技術を活用して新たな価値を創造する取組を確実に進めることが引

き続き期待される。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

主要取組番号 主要取組 

6-1-② 働き方・働く場所の弾力化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 「国立大学法人大阪大学職員の在宅勤務制度に関する規程」を改正して適

用要件の大幅な緩和を図る（以下「新たな在宅勤務制度」）。 

 在宅勤務を効果的に活用するための柔軟な勤務時間制度の導入の是非を

検討し、可能なものから実施する。 

 新勤務管理システム導入に向けて、新たな在宅勤務制度に適合した仕様を

提案する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 年度計画のとおり、「国立大学法人大阪大学職員の在宅勤務制度に関する規程」を改正して適用対象者を限定せず、適用要件も大幅に緩和した。さらに、早出遅出勤務制度の適用要件も大幅に緩和し、勤務時

間制度の柔軟化を進めた。 

 来年度導入予定の新勤務管理システムについて、新たな在宅勤務制度に対応した仕様となるように進めている。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 在宅勤務制度や早出遅出勤務制度の適用要件を緩和するなど、働き方・働く場所の弾力化に向けて取り組んでいる。 

【今後期待する点】 

 今後も、継続して勤務制度の柔軟化を推進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

6-1-③ 豊かで自由な時間を創出するための快適で魅力あるオフィス環境の整備 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 本部事務機構棟の建て替えも含めた生産性向上に資する新たなオフィス環

境の全体計画の策定 

 生産性向上に資する新たなオフィスレイアウトを１課/２課で試行的導入 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 当初計画を大幅に上回る規模の学内予算を確保できたことに伴い、事業規模を拡大し、本部事務機構棟及び IC ホールの事務オフィスを対象とした一体的な整備事業を検討・実施することとした。 

 本部事務機構各部の代表者１名をもって構成する「快適で魅力あるオフィス環境の検討 WG（第１フェーズ）」を設置し、今後の大阪大学の事務オフィスにおけるオフィスコンセプトの基本方針と、その実現に向

けた課題を検討・整理した上で、報告書を取りまとめた。 

 令和５年度以降、上記報告書に基づく具体的なオフィスレイアウトの変更、家具更新、建物改修に係る全体計画を立案し、ロールモデル事業の実施と検証を行いつつ、事業範囲の拡大を図ることとした。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 「快適で魅力あるオフィス環境の検討 WG」を設置し、今後の大阪大学の事務オフィスにおけるオフィスコンセプトの基本方針を策定するとと

もに、その実現に向けた報告書を取りまとめている。 

【今後期待する点】 

 新たなオフィスレイアウトの実現に向けて、今後も様々な課題を検討する必要があるが、適切に対応することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

6-1-④-1 各教職員の役割の明確化、適切な評価と処遇への反映 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

【事務職員の新キャリアパス制度の実装】 

 平成 30 年度に制定した人事異動方針を見直し、専門職への異動、採用計

画等の方針を具体化する。それとともに、専門職として活用し得るポストを

少なくとも５ポスト選定し、当該ポストを戦略的に活用する。また、人事課を

改組し、課内にキャリア担当の職を設け、採用、研修、人事異動、登用試験、

評価など一体的に対応していく。特に、国際人材の養成の研修を充実させ、

主任登用試験の見直し、課長補佐登用試験の新設により、挑戦的な人材登

用システムを構築する。 

【教員の役割明確化と処遇】 

 特徴的な運用をしている数部局に対してヒアリング調査を実施する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

【事務職員の新キャリアパス制度の実装】 

 人事異動方針の見直しを行い、専門職への異動等の方針を具体化した。 

 専門職ポストとして 5 ポストを設定し係長級の職員を配置した。 

 人事課を改組し、キャリアデザイン班を設置して、キャリア担当の職を設けることにより、採用、研修、人事異動、登用試験、評価など一体的に対応する体制を構築した。 

 国際人材養成のため、英語研修、事務職員グローバル化推進プログラム（オンライン授業聴講、セミナー）、ＴＯＥＩＣテスト等、複数の研修等を実施した。 

 主任登用試験において、勤務評価を選考項目に取り入れるよう見直し、課長補佐登用試験を新設して、管理職層へのキャリアのプロセスを明確化するよう人材登用システムを構築した。 

【教員の役割明確化と処遇】 

 各部局の役割分化制度の実施状況等を踏まえ、改めて現行制度の課題や今後の方向性等について検討を行った。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 7-1. 地域・社会・市民との共創を通じたブランドの醸成 

好事例については、部局長懇談会等においてグッドプラクティス（GP）とし

て情報提供し、意見交換を行う。他部局がGPを参考にして評価制度の見直

しを行うことを促す。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 各教職員の役割の明確化に向けて、様々な制度を構築し、事務職員の新キャリアパス制度の実装に向けて推進するなど、評価できる。 

【今後期待する点】 

 教員の役割明確化と処遇に関し、各部局の実施状況を把握・分析したうえで、各部局の評価制度の見直しを促進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

6-1-④-2 各教職員の役割の明確化、適切な評価と処遇への反映 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

6-1-④-2 

 バイアウト制度…実績を精査し、教育企画課と連携しながら、授業等の教育

活動等及びそれに付随する事務等の業務代行の件数を増加させる 

 直接経費からの PI 人件費の支出…実績を精査し、対象者の拡大に向けた

制度設計を検討 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 昨年度より開始されたバイアウト制度の利用実態について調査を行い、昨年度は利用実績が 7 件であったことが判明した。 

 PI 人件費について、これまで制度対象外だった大学運営人件費以外で雇用されている研究者についても利用が可能となるよう１０月より規程を改定し、これらの研究者からは４名が制度を利用した。また、制

度について積極的に周知を行い、前年度よりも大幅な利用者の増加に繋がった。（R3 年度：31 名→R4 年度：73 名） 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 PI 人件費の支出制度について、周知を積極的に行ったことにより、利用者の増加につながっている。 

【今後期待する点】 

 教員の役割明確化と処遇に関し、各部局の実施状況を把握・分析したうえで、各部局の評価制度の見直しを促進することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

7-1-① OU グローバルキャンパスの持続的発展のための活動 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

7-1-①-1 学内外の関係機関と連携しつつ、全学的な視点から管理・運営が

できる環境・システムの構築 

 令和３年度の取組のフォローアップ、令和４年度以降の取組計画について策

定する。 

 関係団体と連携した街づくりの在り方等の継続的な検討を進める。 

 ＯＵＧＣ運営会議によるガバナンスの効いた「教育」「研究」「社会貢献」「国際

交流」等の施策の円滑な推進 

7-1-①-2 箕面新図書館におけるグローバルな資源を活用した事業 

 教員との連携による、大学及び市民のためのグローバルな資料を活用した

企画の検討及び計画の策定を行い、図書館における事業を実施する。 

 図書館における事業に必要とする特定のテーマ・分野に関する資料の整備

を進める。 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

7-1-①-1 学内外の関係機関と連携しつつ、全学的な視点から管理・運営ができる環境・システムの構築 

【自己評定の理由】 

 令和９年度の完了状態の達成に向け、OUGC 運営会議を毎月開催し、関係部署の事業計画については、本運営会議の中で意見交換の時間を設定し、会議全体で中長期的な方針を共有したうえで、各事業計

画のブラッシュアップを図った。さらに、昨年度末に作成した事業計画の進捗を検証するため、年度途中に進捗状況のフォローアップの提出を関係部署に求め、進捗状況の確認を行い、次年度の事業計画に反

映させるようにした。 

 関係団体との連携では、大阪船場繊維卸商団地協同組合（船場組合）、箕面市と 3 者の連絡会を定期的に開催しており、OUGC における事業の共有や、地域における活性化策や諸問題について検討を行って

いる。また、「大阪大学夏まつり」の開催では、地域の活性化事業と捉え、箕面市、船場組合の協力のもと、キャンパス前の道路を歩行者天国するなど、連携してイベントを盛り上げ、社会に認知される事業とし

て実施する体制を構築することができた。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 人文学研究科では、外国にルーツを持つ子どもたちの支援や教育・研究を行う複言語・複文化共存社会研究センターを令和 5 年 4 月に設置することとし、設置に向け、箕面市をはじめ、学内外の関係部署・部

局と連携を深めた。 

 長年の外国学研究で蓄積してきたデータをアーカイブ化・公開することで、社会への学術的貢献を果たしていく「デジタル・ライブラリー（OUDiLHum）構想」を附属図書館と連携して策定した。 

 OU グローバルキャンパス（箕面キャンパス）における社学基盤強化の一環として、日本語日本文化教育センターは、船場組合の建物内にサテライトラボを設置した。近隣企業と連携を図りつつ、研究面での発

信機能を高めることになった。 

7-1-①-2 箕面新図書館におけるグローバルな資源を活用した事業 

【自己評定の理由】 

 外国語学部の 4 つの言語専攻と連携し、館内を会場にした、市民対象の絵本読み聞かせや各国文化紹介、図書展示等からなる企画を計 4 回実施した。これにより、「教員や学生が社会と連携して活動する場」

かつ「市民が学術情報や国際文化に触れる場」として OUGC に即した図書館活動のモデルを確立した。 

 外国語学部教員と連携して実施している「専攻語収集計画」について、第 4 期（6 カ年）を策定し、選定と受け入れを開始した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

重点戦略 7-2. 阪大ブランドに係るパブリック・リレーションズ（PR）の展開 

 市民対象の企画では、従来の児童・幼児向けの企画に加え、成人向けの企画を 2 回開催した。また、あらたに「大阪大学夏まつり」実行委員会と連携した企画を館内で開催するなど、新たな取り組みを実現し

た。ほか、本学が運営する複合公共施設としての連携の一環として、船場生涯学習センターにおける市民向けの図書館活用法講座を計 3 回開催した。 

 箕面市の予算により、アジア諸言語や英語等の図書を選定し受け入れた。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 OU グローバルキャンパスの持続的発展のための活動推進に向けて、学内外の関係機関と連携し、管理・運営ができる環境・システムを構築す

るとともに、箕面新図書館において、グローバルな事業を推進するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 今後、OU グローバルキャンパスの持続的発展に向けて、様々な新しい課題が出てくると考えられるが、引き続き適切に対応していくことが期

待される。 

主要取組番号 主要取組 

7-1-② ミュージアム・リンクス及び 21 世紀懐徳堂による社学連携の総合的展開を軸にした社学アウトリーチ活動全体の活性化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

 大阪大学公開講座を継続的に実施するとともに、クリエイティブアイランド

（CI）中之島事業を中心に中之島エリアにおける創造的拠点形成を目指して

文化施設、公共施設、企業等と連携し、各施設の資源を活用した社学アウト

リーチ活動を展開する。 

 ミュージアム・リンクス（総合学術博物館、適塾記念センター、アーカイブズ）

において、「ミュージアム」的組織としての社学アウトリーチ活動の実施と、博

物資料、史資料、特色あるミュージアム機能の集約化に取り組む。 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 21 世紀懐徳堂において、アートエリア B1（中之島）及び 21 世紀懐徳堂スタジオ（大阪大学会館）を会場とし、第 54 回大阪大学公開講座を実施した（参加者数：対面１６７人・オンライン１４５人）。 

CI 中之島事業については、2025 年の大阪・関西万博を見据えた中之島学術芸術祭（仮称）の開催を軸とした中長期ビジョン等を検討するとともに、科学技術振興機構（JST）との共催による「サイエンスアゴ

ラ in 大阪」を開催した（参加者数：対面 70 人・オンライン 127 人）。 

 総合学術博物館、適塾記念センター、アーカイブズのミュージアム機能を集約した全学組織として、2023 年 4 月のミュージアム・リンクス設置を実現した。 

また、適塾記念センターの運営体制を見直すとともに、国指定重要文化財・適塾を後世に守り伝えつつ、広く魅力を発信するための取組を開始した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 21 世紀懐徳堂における社学共創活動の本格的展開と、ミュージアム・リンクスの設置を実現しただけでなく、適塾記念センターの運営体制見直しや新たに WG を設置し適塾の保存・活用の取組を開始したこ

と。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 社学連携の総合的展開を軸にした社学アウトリーチ活動全体の活性化に向けて、総合学術博物館、適塾記念センター、アーカイブズのミュージ

アム機能を集約した全学組織として、2023 年 4 月にミュージアム・リンクス設置を実現するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 ミュージアム・リンクスとしての活動の実質化に向けて、様々な課題に適切に対応することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

7-2-① 受験生を対象としたマーケティングに基づいた PR 活動 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○ 対面とオンラインを組み合わせた本学の特長に関する積極的な広報活動の

実施 

 競合大学との比較による大阪大学の個性（特長や強み）の差別化と第４期に

おける施策の立案 

 オープンキャンパス、進学相談会等で大阪大学に接触のあった高校生と関

係性を繋ぎ、出願まで至ったかをデータ的に管理できる仕組みの企画・立案 

○ 入試広報重点地域における高校教員との関係強化 

 広報重点校の洗い出しと企画、最重要広報重点校へのアプローチ 

 高校からの講師派遣要望・予約等を一元管理する講師派遣・高校訪問等集

約システムの活用検討及び学部との情報共有体制の構築及び連携強化 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 各学部の特長を、大学概要説明等各種広報活動で積極的に紹介し、他大学との差別化を図るとともに、入試広報重点エリアを決定した。 

 オープンキャンパス、進学相談会等で大阪大学に接触のあった高校生のデータを収集し、分析に繋げる枠組みを整備し、令和 4 年度オープンキャンパスアンケート回答者 2,279 件の分析を開始した。 

 主要都市の入試広報重点校との関係構築のため、高校訪問地域を近畿地区以外に拡大した。（特記事項参照。） 

 高校訪問にかかる情報を関係者で共有可能な体制を検討し、データの蓄積を試行した。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 本学にアプローチのあった高校生のデータを分析するため、オープンキャンパスや相談会等で利用するシステムを統一し、データの蓄積を開始した。 

 令和 3 年度までは近畿圏内に留まっていた高校訪問について、訪問先を北陸、中国、九州地域に拡大し、主要都市で 25 件行った。 

 令和 4 年度に実施した令和５年度総合型・学校推薦型選抜の志願者数は 936 人（令和 4 年度は 857 人）、志願倍率 2.6 倍（令和 4 年度は 2.4 倍）となり、研究志向の強い学生が出願傾向にある総合型・学

校推薦型選抜において、目標とする学生募集に成功したと考えられる。 

 令和 4 年度に実施した令和 5 年度一般選抜の志願倍率についても、2.6 倍を維持した（令和 4 年度も 2.6 倍）。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 



                       令和４年度 OU アクションプラン 自己点検・評価及び検証シート 

  

 

 

＜自己評定区分＞ 

Ⅳ：計画を上回って達成している  Ⅱ：計画を一部達成していない 

Ⅲ：計画を達成している        Ⅰ：計画を達成していない 

 

 

 

 

 

【優れた点】 

 本学にアプローチのあった高校生のデータを分析するため、オープンキャンパスや相談会等で利用するシステムを統一し、データの蓄積を開

始するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 現在も積極的に広報活動を展開されているところであるが、受験生を対象としたマーケティングに基づいた、さらなる広報活動を展開するこ

とが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

7-2-② 優秀な研究者が関心を寄せる戦略的な PR 展開 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

7-2-②-1 

 研究戦略の可視化促進のため、本学公式 Web ページを改修（機能追加）し、

「研究・イノベーション」のページデザインをリニューアルする。 

 部局 URA ネットワークによる部局執行部支援を実施する。 

Ⅲ：計画を達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 本学公式 Web ページの改修により、「研究・イノベーション」のページデザインをリニューアルした。 

 URA から部局に対して、定期的な分析情報の提供を行った。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画達成に向けて順調に進んでいる。 

【優れた点】 

 研究戦略の可視化促進のため、本学公式 Web ページの改修により、「研究・イノベーション」のページデザインをリニューアルするなど、評価で

きる。 

【今後期待する点】 

 研究戦略の可視化に向けた、効果的な情報収集、整備、広報のあり方などを引き続き検討することが期待される。 

主要取組番号 主要取組 

7-2-③ ステークホルダーとの共創を活性化させるための PR 強化 

年度計画 各責任組織としての自己評定  

○ 公式ウェブサイト、研究専用ポータルサイト ResOU、マイハンダイアプリ、マ

イハンダイなどのシステム運用とコンテンツ作成、ならびに広報誌・阪大ニュ

ーズレターの発行とステークホルダーへの送付、報道機関に対するプレスリ

リース、SNS などにより、学外関係者・学内構成員に大阪大学の取組、特長

等を発信し、大阪大学への共感を得ることを目指す。また、コンテンツやシ

ステムに対する意見、アンケート結果などを踏まえ、さらなる改善を図る。 

○ OU マスタープラン 2027 冊子の全学配布、公式ウェブサイトへの掲載の

実施を行うとともに、OU アクションプラン作成を通じて学内外のステーク

ホルダーを整理し、全学で情報共有することにより、ステークホルダーから

の意見集約の仕組みづくりを行う。 

Ⅳ：計画を上回って達成している 

自己評定の理由／特記事項 

【自己評定の理由】 

 ウェブシステムや広報誌等を用いて、大学の情報を様々なステークホルダーに発信した。 

 報道機関に対するプレスリリースについては、学内構成員の社会への発信の意識向上により、過去最高の 383 件となった。 

 プレスリリースした研究成果を中心に、本学の研究情報を掲載している研究専用ポータルサイト ResOU へのアクセスも順調に推移しており、101 万ユーザーの利用があり、過去最高の前年度の数値（105 万

ユーザー）に次いで、大台を超える利用となった。 

 広報誌「大阪大学 NewsLetter」の読者アンケートの結果を踏まえて、表紙デザインを一新した。最新号の読者アンケートでは、満足度は平均 7.74 点、中央値 8 点（10 点満点）【2023.4.10 時点】と高く、

「わかりやすい文章で好感が持てた。」「表紙の印象が良かった。」など、定性的にも高評価となっている。 

 SNS を通じたステークホルダーへのアプローチも継続して取り組んでおり、特に Instagram は、フォロワー数が全国の大学でも第３位で、国立大学では最多の 26,000 フォロワーである（参照元：学生数３,

０００人以上の規模の大学を対象とした民間調査）。 

【特記事項（アピールできるアウトカム等）】（任意） 

 プレスリリースや研究専用ポータルサイト ResOU を中心に発信している本学の研究情報について、ステークホルダー（特に経営者層）への新たなアプローチとして、直接手元へと届けるべく広報誌「OU 

RESEARCH GAZETTE」を創刊した。 

計画・評価委員会 検証コメント 

計画以上の進捗状況にある。 

【優れた点】 

 ウェブシステムや広報誌等を用いて、大学の情報を様々なステークホルダーに発信している。特に SNS の運用は積極的であり、Instagram

については国立大学最多となるフォロワーを獲得するなど、高く評価できる。 

【今後期待する点】 

 すでに様々な広報活動を展開されているところではあるが、引き続き、よりステークホルダーに響く広報活動を展開されることが期待され

る。 
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